
 別紙-２  

改正工種概要 

番号 工 種 名 とりまとめ概要 

１ 軟弱地盤処理工（粉体噴射撹拌工） 

 
○ 日当り施工区分の見直し 

・単軸 ８区分 → ５区分 
・二軸 ９区分 → ６区分 

○ 補助作業における施工機械の見直し 

    ・ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ（4.9t吊り） 

          → ﾊﾞｯｸﾎｳ（ｸﾚｰﾝ機能付0.8ｍ3） 

２ 場所打杭工（ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ工・硬質地盤用ｵｰﾙｹｰ

ｼﾝｸﾞ工） 
○ 適用範囲の見直し 

    ・全回転式 

        杭径1,000～1,500mm 

              → 杭径1,000～2,000mm 

○ 施工機械の見直し 

    ・掘削機規格の大型化 
       掘削長 30m 超えの時 
          φ1500 級 → φ2000級 
    ・ｸﾛｰﾗｰｸﾚｰﾝの大型化 
       揺動式 30～35t吊 → 50～55t吊 
       全回転式 50～55t 吊 → 60～65t 吊 
○ 施工形態の見直し 

    ・とび工：２人  

→ とび工：１人 特殊作業員：１人 

○ 補助作業歩掛を新規制定 

    ・ﾊﾞｯｸﾎｳによる補助作業（整地・集土）の新規制定

３ 鋼矢板（Ｈ形鋼）工 

（油圧圧入引抜工） 
○ 適用範囲の見直し 

    ・Ｎ値50まで → Ｎ値180まで 

    ・普通鋼矢板 Ⅱ～Ⅴ型 → Ⅱ～ⅥL型 

○ 日当り施工量の見直し 

    ・圧入 日当り施工枚数が増加 

○ ハット型鋼矢板の歩掛を新規制定 

４ 地すべり防止工（山腹水路工） ○ 名称変更 

    ・水路工 → 山腹水路工 

○ 日当たり歩掛化 

○ 機械据付歩掛の新規制定（U型側溝） 

○ 集水舛設置歩掛の新規制定 

 

 



 

５ 道路打換え工 ○ 適用範囲の見直し 

    ・日当り平均作業量 350m2 まで 
                 → 420m2まで 
○ 使用機械の一部賃料化 

    ・賃料化機械：大型ﾌﾞﾚｰｶ、ﾊﾞｯｸﾎｳ、ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ、 
ｺﾝｸﾘｰﾄ圧砕機（ﾍﾞｰｽﾏｼﾝのみ） 

○ 舗装版取壊し機械の見直し 

・大型ﾌﾞﾚｰｶ 0.45m3級 → 0.25～0.3m3級 

    ・ｺﾝｸﾘｰﾄ圧砕機 破砕力843～981kN 

                   → 600kN級 
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2. 粉体噴射撹拌工（ＤＪＭ工法） 

 ２－１ 適 用 範 囲 

 本資料は，粘土，砂質土，シルト及び有機質土等の軟弱地盤を対象として行う粉体噴射撹拌工に適用する。なお，

杭径1,000㎜，打設長33ｍ以下の二軸施工を標準とする。ただし，杭径1,000㎜，打設長が20ｍ以下で下記条件等の

場合は単軸施工にも適用できるものとする。 

  (１) 作業面積が狭く，二軸施工機の移動が困難な場合，又は二軸用改良材供給プラントの設置が困難な場合。

  (２) 杭の配列により二軸施工が困難な場合。 

  (３) 超軟弱地盤であり，二軸施工が困難な場合。 

 ２－２ 施 工 概 要 

  ２－２－１ 施工フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

 

 ２－３ 機種の選定 

  機種・規格は，次表を標準とする。 

表2.1 機種の選定 

数        量 

単軸施工 二 軸 施 工 
機    種 規    格 

単 
 
位 打設長(Ｌ) 

20ｍ以下 
打設長(Ｌ) 
20ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
20ｍを超え 
33ｍ以下 

単軸施工 75kW×１ 台 １ － － 

二軸施工 55kW×２ 〃 － １ － 粉 体 噴 射 撹 拌 機 

〃  90kW×２ 〃 － － １ 

(注) 粉体噴射撹拌機には，改良材供給機，改良材貯蔵槽，圧縮空気除湿機，空気槽，施工管理計器，制

御盤等を含む。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-1 施  工  図 

 
 

2. 粉体噴射撹拌工（ＤＪＭ工法） 

 ２－１ 適 用 範 囲 

 本資料は，粘性土，砂質土，シルト及び有機質土等の軟弱地盤を対象として行う粉体噴射撹拌工に適用する。な

お，杭径1,000㎜，打設長3ｍを超え33ｍ以下で軸間距離800mmから1,500mmの二軸施工を標準とする。 

ただし，杭径1,000㎜，打設長が3ｍを超え20ｍ以下で下記条件等の場合は単軸施工にも適用できるものとする。

  (１) 作業面積が狭く，二軸施工機の移動が困難な場合，又は二軸用改良材供給プラントの設置が困難な場合。

  (２) 杭の配列により二軸施工が困難な場合。 

  (３) 地盤条件により，二軸施工が困難な場合。 

 

 ２－２ 施 工 概 要 

  ２－２－１ 施工フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

 

 ２－３ 機種の選定 

  機種・規格は，次表を標準とする。 

表2.1 機種の選定 

数        量 

単軸施工 二 軸 施 工 
機    種 規    格 

単

位 打設長(Ｌ) 
3ｍを超え 
20ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
3ｍを超え 
20ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
20ｍを超え 
33ｍ以下 

単軸施工 75kW×１ 台 １ － － 

二軸施工 55kW×２ 〃 － １ － 粉 体 噴 射 撹 拌 機

〃  90kW×２ 〃 － － １ 

(注) 粉体噴射撹拌機には，改良材供給機，改良材貯蔵槽，圧縮空気除湿機，空気槽，施工管理計器，制

御盤等を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-1 施  工  図 
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２－４ 編 成 人 員 

  編成人員は，次表を標準とする。 

表2.2 編 成 人 員 

規   格 世 話 役 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員 

単 軸 施 工 

二 軸 施 工 
１ ２ １ 

(注) 1. 編成人員には，改良材供給機の管理運転労務を含む。 

2. 粉体噴射撹拌機の運転労務歩掛は，「第１章①建設機械運転労務」による。 

 ２－５ 施 工 歩 掛 

  ２－５－１ 杭施工本数 

   １日当り杭施工本数は，次表とする。 

表2.3 １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日）

打設長 Ｌ（ｍ） 単軸施工 打設長 Ｌ（ｍ） 二軸施工 

３ｍ未満 19 ４ｍ未満 32 

３ｍ以上 ４ｍ未満 16 ４ｍ以上 ６ｍ未満 26 

４  〃  ６  〃 13 ６  〃  ８  〃 22 

６  〃  ８  〃 11 ８  〃  11  〃 20 

８  〃  11  〃 ９ 11  〃  14  〃 16 

11  〃  14  〃 ７ 14  〃  17  〃 14 

14  〃  17  〃 ６ 17  〃  21  〃 12 

17  〃  20ｍ以下 ５ 21  〃  27  〃 10 

 27  〃  33ｍ以下 ８ 

(注) 1. 施工本数は杭間の移動，芯出し，貫入，引抜（改良材噴射）までの一連の作業のものである。

2. 二軸施工の１日当り杭施工本数は，１軸当り１本として計上する。 

3. 現場内移設に伴い，処理機本体の分解・組立が必要となった場合は，別途分解・組立費を計

上する。 

4. 改良材供給設備の現場内移設は，２－５－４より別途計上する。 

5. 軸間変更を行う場合は，２－５－５より別途計上する。 

6. 撹拌翼の貫入，引抜きに障害となる転石等の除去については，２－５－６その他(2)による。

7. 安定処理工（土木用安定シートも含む）の施工経費は，別途計上する。 

 

  ２－５－２ 改良材使用量 

   改良材は，セメント系，石灰系を標準とし，現場条件により決定する。 

   なお，使用量は，次式による。 

    Ｖ＝ｖ×Ｌ1×(１＋Ｋ)………………… 式２．１ 
     Ｖ ：１本当り改良材使用量（ｔ／本） 
     ｖ ：杭長１ｍ当り改良材使用量（ｔ／ｍ） 
     Ｌ1 ：杭  長（ｍ） 
     Ｋ ：補正係数 

表2.4 補正係数（Ｋ） 

補 正 係 数 ＋0.15 

 
 
 
 
 
 
 

２－４ 編 成 人 員 

  編成人員は，次表を標準とする。 

表2.2 編 成 人 員 

規   格 世 話 役 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員 

単 軸 施 工

二 軸 施 工
１ ２ １ 

(注) 1. 編成人員には，改良材供給機の管理運転労務を含む。 

2. 粉体噴射撹拌機の運転労務歩掛は，「第１章①建設機械運転労務」による。 

 ２－５ 施 工 歩 掛 

  ２－５－１ 杭施工本数 

   １日当り杭施工本数は，次表とする。 

表2.3 １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日）

打設長 Ｌ（ｍ） 単軸施工 打設長 Ｌ（ｍ） 二軸施工 

３ｍを超え ６ｍ未満 14 ３ｍを超え ６ｍ未満 28 

６ｍ以上 10 〃 10 ６ｍ以上10 〃 22 

10 〃 14 〃 ７ 10 〃 15 〃 16 

14 〃 17 〃 ６ 15 〃 20 〃 12 

17 〃 20ｍ以下 ５ 20 〃 27 〃 10 

27 〃 33ｍ以下 ８ 

 

(注) 1. 施工本数は杭間の移動，位置決め，貫入，引抜（改良材噴射）までの一連の作業のものである。

2. 二軸施工の１日当り杭施工本数は，１軸当り１本として計上する。 

3. 現場内移設に伴い，処理機本体の分解・組立が必要となった場合は，別途分解・組立費を計

上する。 

4. 改良材供給設備の現場内移設は，２－５－４より別途計上する。 

5. 軸間変更を行う場合は，２－５－５より別途計上する。 

6. 撹拌翼の貫入，引抜きに障害となる転石等の除去については，２－５－６その他(2)による。

7.  安定処理工（土木用安定シートも含む）の施工経費は，別途計上する 

 

  ２－５－２ 改良材使用量 

   改良材は，セメント系，石灰系を標準とし，現場条件により決定する。 

   なお，使用量は，次式による。 

    Ｖ＝ｖ×Ｌ1×(１＋Ｋ)………………… 式２．１ 
     Ｖ ：１本当り改良材使用量（ｔ／本） 
     ｖ ：杭長１ｍ当り改良材使用量（ｔ／ｍ） 
     Ｌ1 ：杭  長（ｍ） 
     Ｋ ：ロス率 
   改良材使用量のロス率（損失＋杭頭・着底部処理を含む）は、次表のとおりとする。 

表2.4 ロス率（Ｋ） 

ロ ス 率 ＋0.15 
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２－５－３ 諸 雑 費 

   諸雑費は，足場材（敷鉄板）の賃料，足場材移設用クレーン・空気圧縮機の賃料及び運転経費，改良後の整地

に要する費用及び電力に関する経費等の費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じ

た金額を上限として計上する。 

表2.5 諸雑費率 （％）

単軸施工 二軸施工 
諸 雑 費 率 

24 20 
 

  ２－５－４ 改良材供給設備現場内移設歩掛 

   改良材供給機を中心に半径約75ｍを超える場合，または同一現場内に施工箇所が２箇所以上あり，改良材供給

設備を移設しなければならない場合は，次によるものとする。 

表2.6 改良材供給設備現場内移設歩掛 （１回当り）

名        称 規   格 単位 単軸施工 二軸施工 

世 話 役  人 0.4 0.5 

特 殊 作 業 員  〃 0.8 1.2 

普 通 作 業 員  〃 0.4 0.5 

ラフテレーンクレーン運転 
排出ガス対策型 
油圧伸縮ジブ型25ｔ吊 

日 0.6 0.7 

(注) 1. 移設する設備は改良材供給機，改良材貯蔵槽，発動発電機，空気圧縮機，圧縮空気除湿機，空気

槽，制御室，ホース及びケーブル一式とする。 

2. 上表には制御室移設後の調整を含む。 

3. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

 

  ２－５－５ 軸 間 変 更 

   二軸施工の場合に同一現場において，粉体噴射撹拌機の軸間変更を必要とする場合は，次によるものとする。

表2.7 軸間変更歩掛 （１回当り）

名         称 規   格 単位 数   量 

世 話 役  人 1.1 

特 殊 作 業 員  〃 3.2 

普 通 作 業 員  〃 1.6 

ラ フ テ レ ー ン ク レ ー ン 運 転 
排出ガス対策型 
油圧伸縮ジブ型25ｔ吊 日 1.3 

諸 雑 費 率  ％ 17 

(注) 1. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

2. 諸雑費は，高所作業車の賃料及び運転経費等の費用であり，労務費，賃料及び運転経費の合計額

に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

  ２－５－６ そ の 他 

   (１) 粉体噴射撹拌工は，特許工法であるので，原則として，特許料を計上するが積算にあたっては留意する。

   (２) 次の条件等により撹拌翼が貫入できない場合は，バックホウによる先掘を行うものとし，積算は「第２

章②機械土工」による。 

      １） 表層安定処理等を行った地盤 
       ２） 表層に転石等が多い地盤 
       ３） 表層に障害物等のある地盤 
 

２－５－３ 諸 雑 費 

   諸雑費は，施工機用、改良材供給設備用足場材（敷鉄板）の賃料及び設置・撤去に要する費用，空気圧縮機の

賃料及び運転経費，改良後の整地に要する費用及び電力に関する費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の

合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

表2.5 諸雑費率 （％）

単軸施工 二軸施工 

打設長(L) 
3mを超え 
20m以下 

打設長(L) 
3mを超え 
20m以下 

打設長(L) 
20mを超え 
33m以下 

諸 雑 費 率 

30 28 25 
 

  ２－５－４ 改良材供給設備現場内移設歩掛 

   改良材供給機を中心に半径約75ｍを超える場合，または同一現場内に施工箇所が２箇所以上あり，改良材供給

設備を移設しなければならない場合は，次によるものとする。 

表2.6 改良材供給設備現場内移設歩掛 （１回当り）

名        称 規   格 単位 単軸施工 二軸施工 

世 話 役  人 0.4 0.5 

特 殊 作 業 員  〃 0.8 1.2 

普 通 作 業 員  〃 0.4 0.5 

ラフテレーンクレーン運転
排出ガス対策型 
油圧伸縮ジブ型25ｔ吊 日 0.6 0.7 

(注) 1. 移設する設備は改良材供給機，改良材貯蔵槽，発動発電機，空気圧縮機，圧縮空気除湿機，空気

槽，制御室，ホース及びケーブル一式とする。 

2. 上表には制御室移設後の調整を含む。 

3. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

 

  ２－５－５ 軸 間 変 更 

   二軸施工の場合に同一現場において，粉体噴射撹拌機の軸間変更を必要とする場合は，次によるものとする。

表2.7 軸間変更歩掛 （１回当り）

名         称 規   格 単位 数   量 

世 話 役  人 1.1 

特 殊 作 業 員  〃 3.2 

普 通 作 業 員  〃 1.6 

ラ フ テ レ ー ン ク レ ー ン 運 転
排出ガス対策型 
油圧伸縮ジブ型25ｔ吊 

日 1.3 

諸 雑 費 率  ％ 17 

(注) 1. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

2. 諸雑費は，高所作業車の賃料及び運転経費等の費用であり，労務費，賃料及び運転経費の合計額

に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

  ２－５－６ そ の 他 

   (１) 粉体噴射撹拌工は，特許工法であるので，特許料を計上する。 

   (２) 次の条件等により撹拌翼が貫入できない場合は，バックホウによる先掘を行うものとし，積算は「第２

章②機械土工」による。 

      １） 表層安定処理等を行った地盤 
       ２） 表層に転石等が多い地盤 
       ３） 表層に障害物等のある地盤 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



様式（二省）－３－２ 
現 行 基 準 
の ペ ー ジ 

現      行 改      正 摘  要 
土木工事標準歩掛 
 
Ｐ１３３ 
 
（３・⑧・７） 
 

２－６ 単 価 表 

  (１) 粉体噴射撹拌工杭長○○ｍ １本当り単価表  
名    称 規         格 単位 数   量 摘 要 

世 話 役  人 
Ｎ

１
×１ 表2.2 

表2.3 

特 殊 作 業 員  〃 
Ｎ

１
×２ 〃 

普 通 作 業 員  〃 
Ｎ

１
×１ 〃 

改 良 材  ｔ Ｖ 式2.1 

粉体噴射撹拌機運転  日 
Ｎ

１
 表2.3 

諸 雑 費  式 １ 表2.5 

特 許 料 金  〃 １  

計     

(注) Ｎ：１日当り杭施工本数（本／日） 

Ｖ：１本当り改良材使用量（ｔ／本）  
  (２) 改良材供給設備現場内移設１回当り単価表  

名    称 規         格 単位 数   量 摘 要 

世 話 役  人  表2.6 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 賃 料 

排出ガス対策型 
油圧伸縮ジブ型25ｔ吊 

日  〃 

諸 雑 費  式 １  

計     
 
  (３) 軸間変更１回当り単価表  

名    称 規         格 単位 数   量 摘 要 

世 話 役  人  表2.7 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 賃 料 

排出ガス対策型 
油圧伸縮ジブ型25ｔ吊 日  〃 

諸 雑 費  式 １ 〃 

計     
 
（４）機械運転単価表  

機   械   名 規   格 適用単価表 指 定 事 項 

単
軸 

運転労務数量→1.00 

燃 料 消 費 量→0（諸雑費で計上されるため） 

機械損料数量→1.88 

粉 体 噴 射 撹 拌 機 表2.1 機－18 
二 
 
軸 

運転労務数量→1.00 

燃 料 消 費 量→55kW×2→55 

→90kW×2→65 

機械損料数量→1.87  

２－６ 単 価 表 

  (１) 粉体噴射撹拌工杭長○○ｍ １本当り単価表  
名    称 規         格 単位 数   量 摘 要 

世 話 役  人 
Ｎ

１
×１ 表2.2 

表2.3 

特 殊 作 業 員  〃 
Ｎ

１
×２ 〃 

普 通 作 業 員  〃 
Ｎ

１
×１ 〃 

改 良 材  ｔ Ｖ 式2.1 

粉体噴射撹拌機運転  日 
Ｎ

１
 表2.3 

諸 雑 費  式 １ 表2.5 

特 許 料 金  〃 １  

計     

(注) Ｎ：１日当り杭施工本数（本／日） 

Ｖ：１本当り改良材使用量（ｔ／本）  
  (２) 改良材供給設備現場内移設１回当り単価表  

名    称 規         格 単位 数   量 摘 要 

世 話 役  人  表2.6 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

ラ フ テ レ ー ン
ク レ ー ン 賃 料

排出ガス対策型 
油圧伸縮ジブ型25ｔ吊 日  〃 

諸 雑 費  式 １  

計     

 
  (３) 軸間変更１回当り単価表  

名    称 規         格 単位 数   量 摘 要 

世 話 役  人  表2.7 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

ラ フ テ レ ー ン
ク レ ー ン 賃 料

排出ガス対策型 
油圧伸縮ジブ型25ｔ吊 日  〃 

諸 雑 費  式 １ 〃 

計     
 

(４) 機械運転単価表  
機   械   名 規   格 適用単価表 指 定 事 項 

単
軸 

運転労務数量→1.00 

燃 料 消 費 量→0（諸雑費で計上されるため）

機械損料数量→1.74 

粉 体 噴 射 撹 拌 機 表2.1 機－18 
二 
 
軸 

運転労務数量→1.00 

燃 料 消 費 量→55kW×2→55 

→90kW×2→65 

機械損料数量→1.73 
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１－１　適用範囲 １－１　適用範囲

１－２　施工概要 １－２　施工概要

　１－２－１　施工フロー 　１－２－１　施工フロー
施工フローは，下記のとおりである。 施工フローは，下記のとおりである。

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。

コ ン ク リ ー ト 打 設
ケ ー シ ン グ 引 抜 き

土 砂 運 搬

搬 出 殻 処 分 等

機 械 解 体 杭 頭 処 理

　オールケーシング工法は，打込準備（敷鉄板の設置・撤去含む）を行ったのち，杭芯出しを行い，ケーシングチューブ
を建込み，ケーシングチューブを押込みながらハンマーグラブによって土砂及び岩砕の搬出を行う。
　支持層に達したことを確認した後，孔内清掃（スライム処理），鉄筋かご建込を行い，さらにトレミー管によりコンクリー
トを打設しながらケーシングパイプを引抜くことによって杭を施工する。

杭 芯 出 し

鉄 筋 か ご 、 ト レ ミ ー 管 建 込

ス ラ イ ム 処 理

搬 入

機 械 組 立

準 備 鉄 筋 か ご 製 作

コ ン ク リ ー ト 打 設
ケ ー シ ン グ 引 抜 き

ス ラ イ ム 処 理 土 砂 運 搬

杭 頭 処 理

殻 処 分 等

鉄 筋 か ご 、 ト レ ミ ー 管 建 込

機 械 解 体

　支持層に達したことを確認した後，孔内清掃（スライム処理），鉄筋建込を行い，さらにトレミー管によりコンクリートを
打設しながらケーシングパイプを引抜くことによって杭を施工する。

搬 入

機 械 組 立

準 備 鉄 筋 か ご 製 作

施
工
本
数
繰
返
し

ケ ー シ ン グ 建 込 ・ 掘 削

搬 出

土 砂 仮 置

212

4

　本資料は，掘削長40m以下，杭径1,000～1,500mmのオールケーシング工法及び硬質地盤用オールケーシング工法
による場所打杭の施工に適用する。

　オールケーシング工法は，打込準備を行ったのち，杭芯出しを行い，ケーシングチューブを建込み，ケーシングチュー
ブを押込みながらハンマーグラブによって土砂及び岩砕の搬出を行う。

工種名

ページ 現　　　　　　行

場所打杭工（オールケーシング工）

土木工事標準歩掛とりまとめ工種（最終整備）

摘　要改　　定　

　本資料は，掘削長40m以下，杭径1,000～1,500mmの揺動式オールケーシング工法、杭径1,000～2,000mmの全回転
式オールケーシング工法による場所打杭の施工に適用する。

施
工
本
数
繰
返
し

ケ ー シ ン グ 建 込 ・ 掘 削 土 砂 仮 置
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工種名

ページ 現　　　　　　行

場所打杭工（オールケーシング工）

土木工事標準歩掛とりまとめ工種（最終整備）

摘　要改　　定　

１－３　機種の選定 １－３　機種の選定
　１－３－１　機種の選定 　１－３－１　機種の選定

機種・規格は，次表を標準とする。 機種・規格は，次表を標準とする。
表1.1　機種の選定

表1.1　機種の選定

（注）

2.　掘削土処理については，「第２章土工②機械土工（土砂）」による。
3.　岩塊･玉石･軟岩･硬岩を含む場合は，硬質地盤用を選定する。また，これにより難い場合は，別途考慮する。

（注）
　１－３－２　掘削機の規格

掘削機の規格は，杭径及び掘削長により次図を標準とする。また，これにより難い場合は別途考慮する。 2.　掘削土処理については，「第２章土工②機械土工（土砂）」による。

オールケーシング掘削機及び全回転型オールケーシング掘削機

40 φ2000mm級 　１－３－２　掘削機の規格
掘削機の規格は，杭径及び掘削長により次図を標準とする。また，これにより難い場合は別途考慮する。

30 ①揺動式オールケーシング掘削機 ②全回転式オールケーシング掘削機
40 40

20 φ1500mm級 φ2000mm級 φ2000mm級
30 30

10
20 φ1500mm級 20 φ1500mm級

杭径（mm） 10 10

図1-1　掘削機別選定
杭径（mm） 杭径（mm）

１－４　編成人員 図1-1　掘削機別選定 図1-2　掘削機別選定
掘削機１台に対する編成人員は，次表を標準とする。

１－４　編成人員
表1.2　編成人員 (人/台) 掘削機１台に対する編成人員は，次表を標準とする。

　 表1.2　編成人員 (人/台)
　

１－５　施工歩掛
　１－５－１　杭１本当りの施工日数Dｃは，次による。 １－５　施工歩掛

Dc=α×Dc1 　１－５－１　杭１本当りの施工日数Dｃは，次による。
Dc ：杭１本当り施工日数（日/本） Dc=α×Dc1

α ：施工係数 Dc ：杭１本当り施工日数（日/本）
Dc1 ：掘削長別杭１本当り施工日数（日/本） α ：土質係数

Dc1 ：掘削長別杭１本当り施工日数（日/本）

揺動式オールケーシング
掘 削 機

図1-1

1
杭周り・機械周り整地，杭穴の埋戻
し整地，掘削土集土

バ ッ ク ホ ウ
排出ｶ ｽ対策型ｸﾛｰﾗ型
山積0.45m3（平積み
0.35m3）

〃 1

台

台 -

1

1

-

〃

〃

〃

1.　掘削土砂は，掘削機よりベッセルに排土し，クローラクレーンで旋回範囲内に仮置きし，水切りした後に運搬
　するものを標準とする。

〃

ク ロ ー ラ ク レ ー ン

全回転型オールケーシン
グ 掘 削 機

単位 硬質地盤用
オールケーシング掘削機 図1-1

揺動式規　　　格機　　　種 適　　　　用

1500

鉄筋，ケーシング，トレミー管の吊
込み,足場材移設

油圧駆動式ｳｨﾝﾁ・
ﾗﾁｽｼﾞﾌﾞ型30～35t吊
油圧駆動式ｳｨﾝﾁ・
ﾗﾁｽｼﾞﾌﾞ型50～55t吊

掘削機，鉄筋，ケーシング，トレミー
管の吊込み,足場材移設

-

1

-
図1-1
据置式（エンジン式）

1

1200 13001000 1100

2
普通作業員

1編 成 人 員 1
職　種

(注)　上表は，掘削，鉄筋かご建込，コンクリート打設等及びその準
　　備等を含んだ一連の作業にたずさわる人員である。

と　び　工世　話　役

5

213

機　　　種 規　　　格 単位 揺動式 全回転式 適　　　　用

1

-
鉄筋かご，ケーシング，トレミー管建込，敷鉄
板設置・撤去，掘削作業

全回転式オールケーシン
グ 掘 削 機

図1-2
据置式（エンジン式）

〃 - 1

-

1
掘削機設置・撤去，鉄筋かご，ケーシング，ト
レミー管建込，敷鉄板設置・撤去，掘削作業

ク ロ ー ラ ク レ ー ン
（ 揺 動 式 ）

油圧駆動式ｳｨﾝﾁ・
ﾗﾁｽｼﾞﾌﾞ型50～55t吊

〃
（ 全 回 転 式 ）

油圧駆動式ｳｨﾝﾁ・
ﾗﾁｽｼﾞﾌﾞ型60～65t吊

〃 -

〃 1

1.　掘削土砂は，掘削機よりベッセルに排土し，クローラクレーンで旋回範囲内に仮置し，水切りした後に運搬
　するものを標準とする。

1200 1300 15001000 1100

掘削長
（ｍ）

掘削長
（ｍ）

1
世　話　役 と　び　工 普通作業員特殊作業員

11 1

1000 15001200 2000

3.　岩塊･玉石･軟岩･硬岩を含む場合は，全回転式オールケーシング工を選定する。また，これにより難い場合
　は，別途考慮する。

(注)　上表は，掘削，鉄筋かご建込，コンクリート打設等及びその準
　　　備等を含んだ一連の作業にたずさわる人員である。
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工種名

ページ 現　　　　　　行

場所打杭工（オールケーシング工）

土木工事標準歩掛とりまとめ工種（最終整備）

摘　要改　　定　

　１－５－２　施工係数（α） 　１－５－２　土質係数（α）

表1.3　施工係数（α） 表1.3　土質係数（α）
　

(注) 1.　土質係数αは，掘削する土質毎の係数を下記のとおり加重平均して算出する。 (注) 1.　土質係数αは，掘削する土質毎の係数を下記のとおり加重平均して算出する。

ここで， αｎ：各土質の土質係数 ここで， αｎ：各土質の土質係数
 ℓ ｎ：各土質の掘削長（ｍ）  ℓ ｎ：各土質の掘削長（ｍ）

(例) 全回転型オールケーシング掘削機 (例) 全回転式オールケーシング掘削機
掘削長20m(レキ質土等15m，硬岩5m)の場合 掘削長20m(レキ質土等15m，硬岩5m)の場合

2.　αは少数第２位を四捨五入し少数第１位とする。 2.　αは小数第２位を四捨五入し小数第１位とする。

　１－５－３　掘削長別杭１本当り施工日数（Dc1) 　１－５－３　掘削長別杭１本当り施工日数（Dc1)

表1.4　１本当り施工日数 (日/本) 表1.4　１本当り施工日数 (日/本)

図1-2　施工図 図1-2　施工図

全回転型オールケーシング掘削機オールケーシング掘削機

α=

掘　削　長

α= ＝1.43≒1.4

（α1×ℓ1)＋（α2×ℓ2）＋･････
ℓ1＋ℓ2＋･････

（1.15×15)＋（2.25×5）
15＋5

15<ℓ≦20
0.98
1.24

10<ℓ≦15

1.51

 5<ℓ≦10 0.53

2.25土質係数 1.15

掘削機 オールケーシング掘削機 全回転型オールケーシング掘削機

土質
レキ質土
粘性土
砂及び砂質土

レキ質土
粘性土，岩塊･玉石
砂及び砂質土，軟岩

硬岩

1.00

2.04

0.71

20<ℓ≦25

0.34 0.45

0.92
1.11

0<ℓ≦5

0.73

2.31

1.30
1.4930<ℓ≦35

35<ℓ≦40

1.7725<ℓ≦30

1.69

6
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掘　削　長 揺動式オールケーシング掘削機

全回転式オールケーシング掘削機掘削機

土質

全回転式オールケーシング掘削機

α=
（α1×ℓ1)＋（α2×ℓ2）＋･････

土質係数

レキ質土
粘性土

砂及び砂質土

0<ℓ≦5 0.43 0.56
 5<ℓ≦10 0.59 0.74
10<ℓ≦15 0.77 0.93
15<ℓ≦20 0.96 1.13
20<ℓ≦25 1.17 1.34
25<ℓ≦30 1.41 1.56
30<ℓ≦35 1.66 1.78
35<ℓ≦40 1.92 2.02

1.00 1.80

ℓ1＋ℓ2＋･････

（1.00×15)＋（2.80×5）

揺動式オールケーシング掘削機

岩塊・玉石
軟　　岩

硬　　岩
中硬岩

＝1.5
15＋5

2.80

レキ質土
粘性土

砂及び砂質土
1.00

α=
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工種名

ページ 現　　　　　　行

場所打杭工（オールケーシング工）

土木工事標準歩掛とりまとめ工種（最終整備）

摘　要改　　定　

　１－５－４　材料の使用量 　１－５－４　材料の使用量
杭１本に必要なコンクリート使用量は，次式による。 杭１本に必要なコンクリート使用量は，次式による。

π π
4 4
Q ：杭１本当りのコンクリート使用量 Q ：杭１本当りのコンクリート使用量
D ：設計杭径（ｍ） D ：設計杭径（ｍ）
L ：設計杭長（〃） L ：設計杭長（〃）
β ：コンクリート補正係数 Ｋ ：ロス率

コンクリート量の補正（損失＋杭頭処理分を含む）は，次表とする。 コンクリート量のロス率（損失＋杭頭処理分を含む）は，次表とする。

表1.5　コンクリート補正係数（β）

　１－５－５　杭頭処理 　１－５－５　杭頭処理
杭１本当り杭頭処理歩掛は，次表とする。 杭１本当り杭頭処理歩掛は，次表とする。

表1.6　杭頭処理歩掛 (１本当り) 表1.6　杭頭処理歩掛 (１本当り)

(注)
(注)

2.　杭頭処理高さは，0.5～1.0m程度を標準とする。
3.　殻処分等は別途計上する。 2.　殻処分等は別途計上する。

　１－５－６　鉄筋工 現行どおり
鉄筋工は，市場単価により別途計上する。

　１－５－７　諸雑費 　１－５－７　諸雑費

　また，全回転型オールケーシング掘削機の諸雑費には，ビットを含むものとする。 　また，全回転式オールケーシング掘削機の諸雑費には，ビットを含むものとする。

表1.7　諸雑費率 （％） 表1.7　諸雑費率 （％）
19

7

Q= ×D2×L×（1＋β）

普 通 作 業 員
諸 雑 費 率

1.　諸雑費は，空気圧縮機運転（排出ガス対策型）コンク
　リートブレーカ損料等の費用であり，労務費の合計額に
　上表の率を乗じた金額を上限として計上する。

数　　量
0.42特 殊 作 業 員

215

名　　称 単　　位
人
〃
％

揺 動 式 27

0.21
22

硬 質 地 盤 用 29

＋0.08補　正　係　数

　基礎杭工の諸雑費は，ハンマグラブ，ケーシングチューブ，ハンマクラウン，鉄筋かご建込み時の溶接材，プラン
ジャ，足場材，ベッセル，スラッシュタンク，溶接機，トレミー管，水中ポンプの損料等の費用であり，労務費，運転経
費及び機械損料の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。

22

名　　称 単　　位

普 通 作 業 員 〃

数　　量

特 殊 作 業 員 〃 0.4
世 話 役 人 0.2

　基礎杭工の諸雑費は，施工機械足場用の敷鉄板賃料，ハンマグラブ，ケーシングチューブ，ハンマクラウン，プラ
ンジャ，ベッセル，スラッシュタンク，トレミー管，水中ポンプの損料、電力に関する費用等の費用であり，労務費，運
転経費及び機械損料の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。

揺 動 式
全 回 転 式

諸 雑 費 率 ％ 20
1.　諸雑費は，空気圧縮機運転（排出ガス対策型）コンク
　リートブレーカ損料等の費用であり，労務費の合計額に
　上表の率を乗じた金額を上限として計上する。

Q= ×D2×L×（1＋Ｋ）

ロス率 ＋0.08
表1.5　ロス率（Ｋ）

0.2



様式-6

工種名

ページ 現　　　　　　行

場所打杭工（オールケーシング工）

土木工事標準歩掛とりまとめ工種（最終整備）

摘　要改　　定　

１－６　単価表 １－６　単価表
（１）基礎杭工１本当り単価表 （１）基礎杭工１本当り単価表

Dc：杭１本当り施工日数

（２）掘削機運転１日当り単価表 Dc：杭１本当り施工日数

オールケーシング掘削機 → （２）機械運転単価表
全回転型オールケーシング掘削機 →
オールケーシング掘削機 → →
全回転型オールケーシング掘削機 → →
(φ1,500mm) →
全回転型オールケーシング掘削機 → →
(φ2,000mm) →
オールケーシング掘削機 → →
全回転型オールケーシング掘削機 → →

→
→
→

（３）杭頭処理１本当り単価表 →
→
→
→
→
→
→

（４）機械運転単価表 →
→

→ →
→ →
→
→ （３）杭頭処理１本当り単価表
→
→

機械損料数量 1.60
バ ッ ク ホ ウ

0.45m3
クローラ型、排出
ガス対策型

〃
運転労務数量 0.80
燃 料 消 費 量 34

工　法

表1.7

バ ッ ク ホ ウ
0.45m3
クローラ型、排出
ガス対策型

〃
運転労務数量 0.80
燃 料 消 費 量 33

108
機械損料数量 1.38

揺 動 式

機械損料数量 1.48

〃
運転労務数量 1.00
燃 料 消 費 量 83
機械損料数量 1.29

特 殊 作 業 員

全 回 転 式

ク ロ ー ラ ク レ ー ン
油圧駆動式ｳｨﾝﾁ・
ﾗﾁｽｼﾞﾌﾞ型
50～55ｔ吊

ク ロ ー ラ ク レ ー ン
油圧駆動式ｳｨﾝﾁ・
ﾗﾁｽｼﾞﾌﾞ型
60～65ｔ吊

m3

式

数　量

計

バ ッ ク ホ ウ 運 転 〃 Ｄｃ
コ ン ク リ ー ト

　〃

表1.6
　〃

1.49

92

1.00

表1.7諸 雑 費

79

1.40

摘　　　要

運 転 手 （ 特 殊 ） 人
1.00

数　量

摘　　　要

Ｄｃ
Ｄｃ

数　量
1×Ｄｃ
2×Ｄｃ
1×Ｄｃ

運転労務数量
燃 料 消 費 量
機械損料数量

摘　　　要

指定事項

124

運転労務数量
燃 料 消 費 量 76

数　量

1.00
59
1.36
1.00

ℓ

機械損料数量 1.42

適用単価表

〃

機-18

1

〃
m3

t
式

8

燃 料 費

諸 雑 費
計

名　　　称
特 殊 作 業 員
普 通 作 業 員
諸 雑 費

216

クローラクレーン運転

世 話 役
と び 工
普 通 作 業 員
掘 削 機 運 転

機 械 損 料

名　　　称 規　格

計

機　械　名
油圧駆動式ｳｨﾝﾁ・
ﾗﾁｽｼﾞﾌﾞ型
30～35ｔ吊

ク ロ ー ラ ク レ ー ン

規格

〃
油圧駆動式ｳｨﾝﾁ・
ﾗﾁｽｼﾞﾌﾞ型
50～55ｔ吊

規　格 単位

計

名　　　称

コ ン ク リ ー ト
鉄 筋 工

式

日

人
規　格 単位

式

単位
人
〃
〃
日

〃

と び 工 〃 １×Ｄｃ
特 殊 作 業 員 〃 1×Ｄｃ

クローラクレーン運転
Ｄｃ

〃 Ｄｃ

普 通 作 業 員 〃 １×Ｄｃ

鉄 筋 工 t

掘 削 機 運 転 日

世 話 役 人 1×Ｄｃ
名　　　称 規　格 単位

　〃

諸 雑 費

揺 動 式
ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機

　〃
普 通 作 業 員 〃

式 1諸 雑 費

人世 話 役

計

機　械　名 規　格 適用単価表 指定事項

摘　　　要

機-18
運転労務数量 1.00
燃 料 消 費 量 119
機械損料数量 1.40

全 回 転 式
ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機

φ1,500mm 〃
運転労務数量 1.00
燃 料 消 費 量 75
機械損料数量 1.45

全 回 転 式
ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機

φ2,000mm 〃
運転労務数量

表1.6

1.00
燃 料 消 費 量 103
機械損料数量 1.45

〃
運転労務数量 1.00
燃 料 消 費 量

名　　　称

　〃

摘　　　要数　量単位規　格

〃



 

 

とりまとめ工種（最終整備） 
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２ 油圧圧入引抜工 

 
２－１ 適 用 範 囲 

 油圧式杭圧入引抜機による鋼矢板の圧入（ウォータージェット併用圧入を含む）及

び，引抜きの施工に適用する。 

なお，継矢板の施工法は，先行する鋼矢板を圧入後，それに接続する鋼矢板を鉛直

に建込んだ状態で継手部を溶接するものである。 

油圧式圧入引抜機の反力チャックのつかみ代は、500mm を標準とする。 

  

          

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－２ 施 工 概 要 

 施工フローは，下記を標準とする。 

 ２－２－１ 圧 入 

             

   

２ 油圧圧入引抜工 

 
２－１ 適 用 範 囲 

 油圧式杭圧入引抜機による鋼矢板の圧入（Ｎmax≦50）及び，引抜きの施工に適用

する。 

なお，継矢板の施工法は，先行する鋼矢板を圧入後，それに接続する鋼矢板を鉛

直に建込んだ状態で継手部を溶接するものである。 

油圧式圧入引抜機の反力チャックのつかみ代は、500mm を標準とする。 

また，鋼矢板型式毎の圧入長（引抜き長）の適用範囲は，表 2.1 のとおりとし，

これにより難い場合は，別途考慮する。 

表 2.1 圧入長（引抜き長） 

鋼矢板の型式 Ⅱ型 Ⅲ型 Ⅳ型 ⅤＬ型 ⅥＬ型 Ⅱｗ型 Ⅲｗ型 Ⅳｗ型 

Ｎmax≦25 10 以下 15 以下 20 以下 25 以下 25 以下 12 以下 25 以下 25 以下 圧

入Ｎmax≦50 12 以下 18 以下 20 以下 25 以下 25 以下 14 以下 25 以下 25 以下 
圧入長 

(引抜き長) 

（ｍ） 
引 抜 き 12以下 18 以下 20 以下 25 以下 25 以下 － 

（注） １．圧入長（引抜き長）とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長（引抜き長）で

あり，鋼矢板長とは異なる。 

２．圧入(Nmax≦50)は，25＜Nmax≦50 の場合，または、Nmax≦25 で転石等に

よりやむを得ず杭打ち用ウォータージェットを使用する必要が生じた場合

に適用する。 

 

２－２ 施 工 概 要 

 施工フローは，下記を標準とする。 

 ２－２－１ 圧 入（Ｎmax≦25） 

          
      ※ 施工機械足場用の敷鉄板の施工を含む。 
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Ｐ.304 

(6・①・12) 

 

 

 

 

 

 

 

 ２－２－２ ウォータージェット併用圧入 

     
 

 

２－２－３ 引抜き 

       
      （注） 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

 

 

 ２－２－２ 圧 入（Ｎmax≦50） 

     
      ※ 施工機械足場用の敷鉄板の施工を含む。 

 

 ２－２－３ 引抜き 

     
      ※ 施工機械足場用の敷鉄板の施工を含む。 

     （注） 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

 

び敷鉄板の施工を含む  
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２－３ 機 種 の 選 定  

２－３－１ 油圧式杭圧入引抜機 

油圧式杭圧入引抜機の機種は，鋼矢板の圧入長又は引抜き長及び最大Ｎ値によ

り，次表を標準とする。 

 

表 2.1 機 種 選 定（鋼矢板Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ・Ⅱｗ・Ⅲｗ・Ⅳｗ型） 

作業種類 

最大Ｎ値  
圧 入 

ウォータージェット 

併 用 施 工 
引 抜 き

鋼矢板型式  Ｎmax≦25 25＜Ｎmax≦50 Ｎmax≦50 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ型 
排出ガス対策型 圧入力 980.7～1471.0ｋＮ級(100～150ｔ級)

引抜力 1078.7～1569.1ｋＮ級（110～160ｔ級） 

Ⅱ ｗ ・ Ⅲ ｗ ・ Ⅳ ｗ 型 

排出ガス対策型 広幅鋼矢板用 

圧入力 980.7～1471.0ｋＮ級 

（100～150ｔ級） 

－ 

（注）本歩掛の適用範囲は，表 2.2 のとおりとするが，これにより難い場合は別途

考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.2 圧入長（引抜き長） 

鋼矢板の型式 Ⅱ型 Ⅲ型 Ⅳ型 Ⅴ型 Ⅱｗ型 Ⅲｗ型 Ⅳｗ型

圧 入 10以下 15 以下 20 以下 12 以下 25 以下 

ウォータージェット 

併 用 圧 入 
12以下 18 以下 20 以下 14 以下 25 以下 

圧入長

(引抜き長)

（ｍ）
引 抜 き 12以下 18 以下 20 以下 － 

（注）圧入長（引抜き長）とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長（引抜き長）であ

り，鋼矢板長とは異なる。 

 

 

 

 

 ２－３ 機 種 の 選 定  

２－３－１ 油圧式杭圧入引抜機 

油圧式杭圧入引抜機の機種は，次表を標準とする。 

 

 

表 2.2 機 種 選 定 

作 業 の 種 類 圧 入 引 抜 き 

最 大 Ｎ 値 Ｎmax≦25 Ｎmax≦50 － 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・ⅤL・ⅥL 型 

排出ガス対策型 （第一次基準値） 

圧入力 980.7～1471.0ｋＮ級 

(100～150ｔ級) 

引抜力 1078.7～1569.1ｋＮ級 

（110～160ｔ級） 
鋼
矢
板
型
式 

Ⅱ ｗ ・ Ⅲ ｗ ・ Ⅳ ｗ 型 

排出ガス対策型 （第一次基準値） 

広幅鋼矢板用 

圧入力 980.7～1471.0ｋＮ級 

（100～150ｔ級） 

引抜力 1078.7～1569.1ｋＮ級 

（110～160ｔ級） 

－ 

（注） 圧入（Ｎmax≦50）は，杭打ち用ウォータージェットを使用する場合に適用す

る。 
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２－３－２ 付属機械 

油圧式杭圧入引抜機に付属する機械の機種，規格は，次表を標準とする。 

 

         表 2.3 付属機械の機種規格            

作業の種類 

 

機  種 

圧入及び引抜き
ウォータージェット

併 用 圧 入
備 考

ラフテレーンクレーン 
排出ガス対策型 

油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊（注）１ 
陸上からの施工時のみ

杭 打 ち 用 

ウォータージェット 
－ 

14.7MPa(150kg/㎠)

325ℓ /min 

杭打ち用ウォーター

ジェット使用時のみ

クレーン付台船 
クローラクレーン 35～40ｔ吊， 

台船 300ｔ積（注）２ 

引 船 鋼製 100ＰＳ型（注）２ 

水上からの施工時のみ

（注）１. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

２. 水上施工の場合の注意事項。 

  ・潜水士船を必要に応じ計上する。 

  ・海上及び港湾工事で，これにより難い場合は別途考慮する。 

  ・クレーン付台船には，単独施工時は油圧式杭圧入引抜機，同油圧ユニ

ット，溶接機及び鋼矢板を搭載するものとし，鋼矢板の搭載質量は，

230ｔ（ウォータージェット併用施工時は杭打ち用ウォータージェッ

ト，水槽も搭載し 210ｔ）以下とする。 

３. 現場条件により上表により難い場合は，現場条件に適した規格とする。

４. 濁水処理装置が必要な場合は，別途計上する。 

 

２－３－２ 付属機械 

油圧式杭圧入引抜機に付属する機械の機種，規格は，次表を標準とする。 

 

表 2.3 付属機械の機種規格 

作業の種類

 

機  種 

圧 入（Ｎmax≦25）

引 抜 き
圧 入（Ｎmax≦50） 備 考 

ラフテレーンクレーン
 排出ガス対策型（第一次基準値） 

油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊（注）２ 
陸 上 か ら の施工時 の み 

杭 打 ち 用

ウォータージェット
－ 

排出ガス対策型

（第一次基準値）

14.7MPa325ℓ /min

 

クレーン付台船
クローラクレーン 35～40ｔ吊， 

台船 300ｔ積（注）３ 

引 船 鋼製 100ＰＳ型（注）３ 

水 上 か ら の施工時 の み 

（注） １．圧入（Ｎmax≦50）は，杭打ち用ウォータージェットを使用する場合に適用

する。 

２．ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

３．水上施工の場合の注意事項 

     ・潜水士船を必要に応じ計上する。 

     ・海上及び港湾工事で，これにより難い場合は別途考慮する。 

     ・クレーン付台船には，圧入（Ｎmax≦25）時は油圧式杭圧入引抜機，同油圧

ユニット，溶接機及び鋼矢板を搭載するものとし，鋼矢板の搭載質量は，

230ｔ（圧入（Ｎmax≦50）時は杭打ち用ウォータージェット，水槽も搭載

し，鋼矢板の搭載質量は，210ｔ）以下とする。 

４．現場条件により上表により難い場合は，現場条件に適した規格とする。 

５．濁水処理装置が必要な場合は，別途計上する。 
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２－４ 編 成 人 員 

（１）油圧圧入引抜工の編成人員は，次表を標準とする。 

 

             表 2.4 編 成 人 員           （人） 

作 業 の 種 類 世 話 役 特殊作業員 と び 工 溶接工(注)

圧 入 １ １ ２ ２ 

ウォータージェット併用圧入 １ １ ２ ２ 

引 抜 き １ １ ２ － 

（注） 溶接工は継矢板を施工する場合のみ計上する。 

 

 

 

 

（２）水上施工の１船団に対する船舶作業の編成人員は，次表を標準とする。 

 

           表 2.5 船舶作業の編成人員        （人） 

職 種 クレーン付 台 船 引     船 

高 級 船 員 １ １ 

（注） １．船員は休日以外の休止日については，共通仮設費積算基準における準

備費で繋船費として計上する。 

（注） ２．潜水士は，必要に応じて船員と同様な方法で計上する。 

（注） ３．海上及び港湾工事で，これにより難い場合は別途考慮する。 

（注） ４．上表は，圧入又は引抜き作業の配置人員であり，搬入，搬出等の回航

は共通仮設費積算基準における運搬費で計上する。 

 
 

 

 

 

２－４ 編 成 人 員 

（１）油圧圧入引抜工の編成人員は，次表を標準とする。 

 

              表 2.4 編 成 人 員             （人） 

作 業 の 種 類 世 話 役 特殊作業員 と び 工 溶接工(注)2

圧 入（Ｎmax≦25） １ １ ２ ２ 

圧 入（Ｎmax≦50） １ １ ２ ２ 

引 抜 き １ １ ２ － 

（注） １．圧入（Ｎmax≦50）は，杭打ち用ウォータージェットを使用する場合に適用

する。 

２．溶接工は継矢板を施工する場合のみ計上する。 

 

 

（２）水上施工の１船団に対する船舶作業の編成人員は，次表を標準とする。 

 

           表 2.5 船舶作業の編成人員        （人） 

職 種 クレーン付 台 船 引     船 

高 級 船 員 １ １ 

（注） １．船員は休日以外の休止日については，共通仮設費積算基準における準備費

で繋船費として計上する。 

 ２．潜水士は，必要に応じて船員と同様な方法で計上する。 

 ３．海上及び港湾工事で，これにより難い場合は別途考慮する。 

 ４．上表は，圧入又は引抜き作業の配置人員であり，搬入，搬出等の回航は共

通仮設費積算基準における運搬費で計上する。 
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２－５ 日当り施工枚数  

２－５－１ 圧入，引抜き（継施工なし） 

鋼矢板の圧入及び引抜き作業における１日当り施工枚数（Ｎ）は，表 2.6～2.8

による。 

 

（１）油圧式杭圧入引抜機による圧入（Ｎmax≦25） 

 

         表 2.6 日当り施工枚数（Ｎ）       （枚／日） 

圧入長(ｍ) 

鋼矢板型式 
2 以下 4 以下 6 以下 9 以下 12 以下 16 以下 20 以下 25 以下

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ型 51 43 33 26 20 16 13 － 

Ⅱｗ・Ⅲｗ・Ⅳｗ型 46 39 29 22 17 14 11 9 

（注） １．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異

なる。 

注）  ２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表 2.2 による。 

 

 

 

 （２）油圧式杭圧入引抜機とウォータージェット併用圧入 

 

表 2.7 日当り施工枚数（ウォータージェット併用）（Ｎ） （枚／日）

圧入長(ｍ) 

鋼矢板型式 
2 以下 4 以下 7 以下 10 以下 15 以下 20 以下 25 以下

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ型 
32 

(34) 

28 

(30)

22 

(24)

17 

(17)

13 

(15)

10 

(12)

－ 

(－)

Ⅱｗ・Ⅲｗ・Ⅳｗ型 
31 

(33) 

27 

(29)

20 

(23)

16 

(18)

12 

(14)

10 

(11)

8 

(9) 

（注） １．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異

なる。 

 ２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表 2.2 による。 

   ３．上段：25＜Ｎmax≦50 

     下段（ ）書き：Ｎmax≦25 で，転石等により，やむを得ず杭打ち用

ウォータージェットを使用する必要が生じた場

合。 

 

２－５ 日当り施工枚数  

２－５－１ 圧入，引抜き（継施工なし） 

鋼矢板の圧入及び引抜き作業における１日当り施工枚数（Ｎ）は，表 2.6～2.8 に

よる。 

 

（１）圧 入（Ｎmax≦25） 

 

           表 2.6 日当り施工枚数（Ｎ）       （枚／日） 

圧入長(ｍ)

 

鋼矢板型式 

2 以 下 4 以 下 6 以 下 9 以 下 1 2 以 下 1 5 以 下 19 以下 2 3 以 下 2 5 以 下 

Ⅱ ・ Ⅲ ・ Ⅳ 型 62 45 35 28 22 18 15 13 － 

Ⅴ L ・ Ⅵ L 型 59 41 31 24 19 16 13 11 10 

Ⅱｗ・Ⅲｗ・Ⅳｗ型 59 41 31 24 19 15 13 11 9 

（注） １．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表 2.1 による。 

３．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 

 

（２）圧 入（Ｎmax≦50） 

 

表 2.7 日当り施工枚数（Ｎ）       （枚／日） 

圧入長(ｍ)

 

鋼矢板型式 

2 以下 4 以下 6 以下 9 以下 12 以下 15 以下 19 以 下 23 以下 25 以下 

41 30 24 19 16 13 11 9 － 
Ⅱ ・ Ⅲ ・ Ⅳ 型

(42) (33) (27) (22) (18) (15) (13) (11) ( - ) 

40 29 23 18 14 12 10 8 8 
Ⅴ L ・ Ⅵ L 型

(41) (31) (25) (20) (16) (14) (12) (10) ( 9 ) 

40 29 23 18 14 12 10 8 7 
Ⅱｗ・Ⅲｗ・Ⅳｗ型

(41) (31) (25) (20) (16) (14) (11) (10) ( 9 ) 

（注） １．圧入（Ｎmax≦50）は，杭打ち用ウォータージェットを使用する場合に適用

する。 

２．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

３．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表 2.1 による。 

４．上段：25＜Ｎmax≦50 

      下段（ ）書き：Ｎmax≦25 で，転石等により，やむを得ず杭打ち用ウォ

ータージェットを使用する必要が生じた場合。 

５．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 
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（３）油圧式杭圧入引抜機による引抜き 

 

      表 2.8 日当り施工枚数（Ｎ）       （枚／日） 

引抜き長(ｍ) 

鋼矢板型式 
2以下 4以下 7以下 11 以下 15 以下 20 以下

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ型 78 70 56 44 35 29 

（注） １．引抜き長とは，地表面よりの鋼矢板の引抜き長であり，鋼矢板長とは異

なる。 

注）   ２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表 2.2 による。 

 

 

（３）引抜き 

 

       表 2.8 日当り施工枚数（Ｎ）       （枚／日） 

引抜き長(ｍ)

 

鋼矢板型式 

2 以下 4 以下 6 以下 9 以下 12 以下 15 以下 19 以 下 23 以下 25 以下 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・ⅤL・ⅥL型 86 70 58 48 40 34 30 25 23 

（注） １. 引抜き長とは，地表面よりの鋼矢板の引抜き長であり，鋼矢板長とは異な

る。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表 2.1 による。 

３．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 
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 ２－５－２ 圧  入（継施工あり） 

  鋼矢板１枚につき１箇所継施工（圧入）する場合の１日当り施工枚数（Ｎ）

は，表 2.9～2.10 による。 

鋼矢板１枚につき２箇所以上継施工を行う場合は，表 2.11 の補正係数を，表

2.9，表 2.10 の枚数に乗じて，１日当り継施工枚数を求める。 

（注） ＮＮ（箇所／枚）継ぐ場合の日当り継施工枚数＝Ｎ×Ｆ 

    日当り継施工枚数については，整数止め（小数点以下四捨五入）とする。

 

 

（１）油圧式杭圧入引抜機による圧入継施工（Ｎmax≦25） 

 

         表 2.9 日当り継施工枚数（Ｎ）      （枚／日） 

圧入長(ｍ) 

鋼矢板型式 
2 以下 4 以下 6 以下 9 以下 12 以下 16 以下 20 以下 25 以下

Ⅱ 型 19 18 16 14 12 － － － 

Ⅲ 型 15 14 13 12 10 9 － － 

Ⅳ 型 12 11 10 10 9 8 7 － 

Ⅴ 型 7 7 6 6 6 5 5 － 

Ⅱｗ型 17 16 14 12 10 － － － 

Ⅲｗ型 13 12 11 10 9 8 7 6 

Ⅳｗ型 9 9 8 7 7 6 6 5 

（注） １．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異

なる。 

 ２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表 2.2 による。 

 

２－５－２ 圧  入（継施工あり） 

  鋼矢板１枚につき１箇所継施工（圧入）する場合の１日当り施工枚数（Ｎ）は，表

2.9～2.10 による。 

鋼矢板１枚につき２箇所以上継施工を行う場合は，表 2.11 の補正係数を，表 2.9～

表 2.10 の枚数に乗じて，１日当り継施工枚数を求める。 

（注） 鋼矢板１枚当りＸ箇所継ぐ場合の日当り継施工枚数＝Ｎ×Ｆ(Ｆ：補正係数) 

    なお，日当り継施工枚数については，整数止め（小数点以下四捨五入）とす

る。 

 

（１）圧入継施工（Ｎmax≦25） 

 

         表 2.9  日当り継施工枚数（Ｎ）       （枚／日） 

圧入長(ｍ)

 

鋼矢板型式 

2 以下 4 以下 6 以下 9 以下 12 以下 15 以下 19 以 下 23 以下 25 以下 

Ⅱ 型 22 19 17 15 13 － － － － 

Ⅲ 型 17 16 14 13 11 10 － － － 

Ⅳ 型 15 14 13 12 10 9 9 8 － 

ⅤL 型 9 8 8 7 7 6 6 5 5 

Ⅵ L 型 7 7 6 6 6 5 5 5 4 

Ⅱｗ型 19 17 15 13 11 － － － － 

Ⅲｗ型 15 13 12 11 10 9 8 7 6 

Ⅳｗ型 11 10 9 8 8 7 7 6 5 

（注） １．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表 2.1 による。 

３．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 
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 （２）油圧式杭圧入引抜機とウォータージェット併用圧入継施工 

 

表 2.10 日当り継施工枚数（ウォータージェット併用）（Ｎ） （枚／日） 

圧入長(ｍ) 

鋼矢板型式 
2 以下 4 以下 7 以 下 10 以 下 15 以下 20 以 下 25 以下

Ⅱ 型 
16 

(16) 

15 

(15)

13 

(14)

11 

(12)

9 

(10)

－ 

(－)

－ 

(－)

Ⅲ 型 
13 

(13) 

12 

(12)

11 

(11)

9 

(10)

8 

(9) 

7 

(8) 

－ 

(－)

Ⅳ 型 
10 

(10) 

10 

(10)

9 

(9) 

8 

(8) 

7 

(8) 

6 

(7) 

－ 

(－)

Ⅴ 型 
6 

(6) 

6 

(6) 

6 

(6) 

5 

(6) 

5 

(5) 

4 

(5) 

－ 

(－)

Ⅱｗ型 
14 

(15) 

14 

(14)

11 

(12)

10 

(11)

8 

(9) 

－ 

(－)

－ 

(－)

Ⅲｗ型 
11 

(12) 

11 

(11)

9 

(10)

8 

(9) 

7 

(8) 

6 

(7) 

6 

(6) 

Ⅳｗ型 
8 

(8) 

8 

(8) 

7 

(7) 

7 

(7) 

6 

(6) 

5 

(6) 

5 

(5) 

（注） １．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異

なる。 

 ２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表 2.2 による。 

   ３．上段：25＜Ｎmax≦50 

     下段（ ）書き：Ｎmax≦25 で，転石等により，やむを得ず杭打ち用

ウォータージェットを使用する必要が生じた場

合。 

 

 （２）圧入継施工（Ｎmax≦50） 

 

表 2.10  日当り継施工枚数（Ｎ）      （枚／日） 

圧入長(ｍ)

 

鋼矢板型式 

2 以下 4 以下 6 以下 9 以下 12 以下 15 以下 19 以 下 23 以下 25 以下 

Ⅱ 型 
18
(18)

16
(17)

14
(15)

12
(13)

11
(12)

－ － － － 

Ⅲ 型 
15
(15)

13
(14)

12
(13)

11
(11)

10
(10)

8 
(9)

8 
(8)

－ － 

Ⅳ 型 
13
(14)

12
(12)

11
(11)

10
(10)

9 
(9)

8 
(9)

7 
(8)

6 
(7)

－ 

ⅤL 型 
8 
(8)

7 
(8)

7 
(7)

6 
(7)

6 
(6)

5 
(6)

5 
(5)

4 
(5)

4 
(5) 

Ⅵ L 型 
7 
(7)

6 
(6)

6 
(6)

6 
(6)

5 
(5)

5 
(5)

4 
(5)

4 
(4)

4 
(4) 

Ⅱｗ型 
17
(17)

15
(15)

13
(13)

11
(12)

9 
(10)

8 
(9)

－ － － 

Ⅲｗ型 
13
(13)

12
(12)

11
(11)

9 
(10)

8 
(9)

8 
(8)

7 
(7)

6 
(7)

5 
(6) 

Ⅳｗ型 
10
(10)

9 
(9)

8 
(9)

8 
(8)

7 
(7)

6 
(7)

6 
(6)

5 
(6)

5 
(5) 

（注） １．圧入（Ｎmax≦50）は，杭打ち用ウォータージェットを使用する場合に適用

する。 

２．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

３．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表 2.1 による。 

４．上段：25＜Ｎmax≦50 

      下段（ ）書き：Ｎmax≦25 で，転石等により，やむを得ず杭打ち用ウォ

ータージェットを使用する必要が生じた場合。 

５．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 
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 （３）鋼矢板１枚当り継施工箇所数による補正 

 

表 2.11 鋼矢板１枚当り継施工箇所補正係数（Ｆ） 

鋼矢板１枚当り継施工箇所数(ＮＮ) 1 2 3 4 5  

補 正 係 数 （ Ｆ ） 1.00 0.66 0.52 0.42 0.35

 

２－５－３ 鋼矢板の引抜き・切断 

  鋼矢板を鉛直に吊り上げた状態で，鋼矢板を切断する場合については,別途計上

する。 

 

 

（参考図） 

 

 （３）鋼矢板１枚当り継施工箇所数による補正 

 

表 2.11 補正係数（Ｆ）（鋼矢板１枚当り２箇所以上継施工を行う場合） 

鋼矢板１枚当り継施工箇所数(Ｘ) 2 箇所 3箇所 4箇所 5箇所 

補 正 係 数 （ Ｆ ） 0.66 0.50 0.40 0.34 

 

２－５－３ 鋼矢板の引抜き・切断 

  鋼矢板を鉛直に吊り上げた状態で，鋼矢板を切断する場合については,別途計上す

る。 

 

 

 

《参考図→削除》 
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２－５－４ 油圧式杭圧入引抜機の据付・解体歩掛 

  据付・解体は,施工前の準備としての施工機械の設置,試運転調整等と施工後の

施工機械の解体・撤去作業であり,歩掛は次表とする。 

 

            表 2.12 据付・解体歩掛 

労 務 （ 人 ／ 回 ） 組合せ機械運転時間（日／回）

作 業 の 種 類 
世 話 役 特殊作業員 と び 工

油圧式杭

圧入引抜機

ラフテレーン

クレーン

圧 入 0.31 0.31 0.63 0.24 0.38 

ウォータージェット 

併 用 圧 入 
0.53 0.53 1.05 0.24 0.60 

引 抜 き 0.21 0.21 0.43 0.11 0.25 

（注） １．本歩掛は,既設鋼矢板の有無に関わらず適用できる。 

 ２．本表は,据付・解体１回当りの歩掛である。したがって,１工事で機

械１組につき,工事着工時には 1 回,現場内移設時には移設回数分計上

する。 

 ３．水上施工等で反力架台が設置できない場合には,初期鋼矢板の施工

は,バイブロハンマ工により別途積算する。また,引抜きにおいても残

鋼矢板の施工はバイブロハンマ工により別途計上する。（初期または

残鋼矢板：Ⅱ～Ⅳ型４枚,Ⅴ型及びⅡｗ～Ⅳｗ型３枚，ハット形鋼矢

板４枚） 

  なお,クレーン付台船及び引船の運転日数は,世話役の歩掛を「日／

回」と読み変えて適用するものとし,回航費用は別途計上する。 

  

２－５－４ 油圧式杭圧入引抜機の据付・解体歩掛 

  据付・解体は,施工前の準備としての施工機械の設置,試運転調整等と施工後の施工

機械の解体・撤去作業であり,歩掛は次表とする。 

 

表 2.12 据付・解体歩掛 

労 務 （ 人 ／ 回 ） 組合せ機械運転時間（日／回） 

作 業 の 種 類
世 話 役 特殊作業員 と び 工

油圧式杭

圧入引抜機

ラフテレーン 

クレーン 

圧 入（Ｎmax≦25） 0.29 0.29 0.58 0.25 0.30 

圧 入（Ｎmax≦50） 0.50 0.50 1.00 0.29 0.45 

引 抜 き 0.19 0.19 0.39 0.13 0.19 

（注） １．圧入（Ｎmax≦50）は，杭打ち用ウォータージェットを使用する場合に適用

する。 

２．本歩掛は,既設鋼矢板，反力架台いずれを使用する場合も適用できる。 

３．本表は,据付・解体１回当りの歩掛である。したがって,１工事で機械１組

につき,工事着工時には 1回,現場内移設時には移設回数分計上する。 

４．水上施工等で反力架台が設置できない場合には,初期鋼矢板の施工は,バイ

ブロハンマ工により別途積算する。また,引抜きにおいても残鋼矢板の施工

はバイブロハンマ工により別途計上する。（初期または残鋼矢板：Ⅱ～Ⅳ型

４枚,ⅤL～ⅥL型及びⅡｗ～Ⅳｗ型３枚） 

なお,クレーン付台船及び引船の運転日数は,世話役の歩掛を「日／回」と

読み変えて適用するものとし,回航費用は別途計上する。 
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２－５－５ 諸雑費 

諸雑費は，溶接棒，電気溶接機損料，ウォータージェット併用施工用付属機器

に関する経費（配管バンド及び溶接棒，電気溶接機損料，水中ポンプ損料，水槽

及び配管損料），電力に関する経費等の費用（継施工に関する経費は除く）であ

り，労務費，賃料,機械損料及び運転経費の合計額に下表の率を乗じた金額を上

限として計上する。 

 

            表 2.13 諸 雑 費 率           （％）

作 業 の 種 類 継 施 工 の 有 無 諸 雑 費 率 

継 施 工 な し 0.2（ 0.1） 
圧 入 

継 施 工 あ り 2 （ 1 ） 

継 施 工 な し 9 （ 6 ） ウォータージェット 

併 用 圧 入 継 施 工 あ り 8 （ 6 ） 

（注）水中施工の場合は（ ）内の値とする。 

 

２－５－５ 諸雑費 

諸雑費は，溶接棒，施工機械足場用の敷鉄板賃料，電気溶接機損料，ウォーター

ジェット併用施工用付属機器に関する経費（配管バンド及び溶接棒，電気溶接機損

料，水中ポンプ損料，水槽及び配管損料），現場内小運搬に関する経費，電力に関す

る経費等の費用（継施工に関する経費は除く）であり，労務費，賃料及び機械運転

経費の合計額に下表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

             表 2.13 諸 雑 費 率            （％） 

陸上施工 水上施工 

作 業 の 種 類 継施工 

なし 

継施工 

あり 

継施工 

なし 
継施工 

あり 

圧 入（Ｎmax≦25） 1 4 1 3 

圧 入（Ｎmax≦50） 8 10 6 8 

引 抜 き 0.1 － 

（注） 圧入（Ｎmax≦50）は，杭打ち用ウォータージェットを使用する場合に適用す

る。 
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２－６ 単  価  表  

（１）油圧式杭圧入引抜機による鋼矢板圧入 10枚当り単価表 

名   称 規 格 単 位 数 量 摘  要 

世 話 役 
 

人
10

Ｎ
×１ 

表 2.4 

表 2.6 

特 殊 作 業 員 
 

〃
10

Ｎ
×１ 

〃 

〃 

と び 工 
 

〃
10

Ｎ
×２ 

〃 

〃 

油圧式杭圧入引抜機運転 
 

日
10 

Ｎ 

表 2.1 

〃 

ラフテレーンクレーン賃料 
排出ガス対策型 

油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊 
〃

10 

Ｎ 

表 2.3 

〃 

ｸﾚｰﾝ付台船運転 
ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35～40t 吊 

台船 300ｔ積 
〃

10 

Ｎ 

〃（注)2 

〃 

引 船 運 転 鋼製 100PS 型 〃
10 

Ｎ 

〃  〃 

〃 

諸 雑 費 
 

式 1 表 2.13 

計 
   

 

（注） １. Ｎ：日当り施工枚数(枚（本）／日) 

    ２．必要に応じて計上 

２－６ 単  価  表  

（１）鋼矢板圧入 10枚当り単価表（Ｎmax≦25） 

 

名   称 規 格 単 位 数 量 摘  要 

世 話 役
 

人
10

Ｎ
×１ 

表 2.4 

表 2.6 

特 殊 作 業 員
 

〃
10

Ｎ
×１ 

〃 

〃 

と び 工
 

〃
10

Ｎ
×２ 

〃 

〃 

油圧式杭圧入引抜機運転
 

日
10 

Ｎ 

表 2.2 

〃 

ラフテレーンクレーン賃料

排出ガス対策型 

（第一次基準値） 

油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊 

〃
10 

Ｎ 

表 2.3 

〃 

ｸﾚｰﾝ付台船運転
ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35～40t 吊 

台船 300ｔ積 
〃

10 

Ｎ 

〃（注)2 

〃 

引 船 運 転 鋼製 100PS 型 〃
10 

Ｎ 

〃 

〃 

諸 雑 費
 

式 1 表 2.13 

計 
   

 

（注） １. Ｎ：日当り施工枚数(枚／日) 

２．必要に応じて計上 
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（２）油圧式杭圧入引抜機とウォータージェット併用施工による鋼矢板圧入 10 枚当り単価表  

名   称 規 格 単 位 数 量 摘  要 

世 話 役  人
10

Ｎ
×１ 

表 2.4 

表 2.7 

特 殊 作 業 員  〃
10

Ｎ
×１ 

〃 

〃 

と び 工  〃
10

Ｎ
×２ 

〃 

〃 

油圧式杭圧入引抜機運転  日
10 

Ｎ 

表 2.1 

〃 

杭 打 ち 用 

ウォータージェット運転 

14.7MPa(150kg/㎠) 

325ℓ /min 
〃

10 

Ｎ 

表 2.3 

〃 

ラフテレーンクレーン賃料 
排出ガス対策型 

油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊 
〃

10 

Ｎ 

表 2.3 

〃 

ｸﾚｰﾝ付台船運転 
ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35～40t 吊 

台船 300ｔ積 
〃

10 

Ｎ 

〃（注)2 

〃 

引 船 運 転 鋼製 100PS 型 〃
10 

Ｎ 

  〃 

〃 

諸 雑 費  式 1 表 2.13 

計  
  

 

（注） １. Ｎ：日当り施工枚数(枚（本）／日) 

     ２．必要に応じて計上 

（２）鋼矢板圧入 10枚当り単価表（Ｎmax≦50） 
 

名   称 規 格 単 位 数 量 摘  要 

世 話 役  人
10

Ｎ
×１ 

表 2.4 

表 2.7 

特 殊 作 業 員  〃
10

Ｎ
×１ 

〃 

〃 

と び 工  〃
10

Ｎ
×２ 

〃 

〃 

油圧式杭圧入引抜機運転  日
10 

Ｎ 

表 2.2 

〃 

杭 打 ち 用

ウォータージェット運転

排出ガス対策型 

（第一次基準値） 

14.7MPa325ℓ /min 

〃
10 

Ｎ 

表 2.3 

〃 

ラフテレーンクレーン賃料

排出ガス対策型 

（第一次基準値） 

油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊 

〃
10 

Ｎ 

〃 

〃 

ｸﾚｰﾝ付台船運転
ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35～40t 吊 

台船 300ｔ積 
〃

10 

Ｎ 

〃（注)3 

〃 

引 船 運 転 鋼製 100PS 型 〃
10 

Ｎ 

  〃 

〃 

諸 雑 費  式 1 表 2.13 

計  
  

 

（注） １．本単価表は，杭打ち用ウォータージェットを使用する場合に適用する。 

２．Ｎ：日当り施工枚数(枚／日) 

３．必要に応じて計上 
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（３）油圧式杭圧入引抜機による継鋼矢板圧入 10枚当り単価表 

名   称 規 格 単 位 数 量 摘  要 

世 話 役 
 

人
10

Ｎ
×１ 

表 2.4 

表 2.9，2.11 

特 殊 作 業 員 
 

〃
10

Ｎ
×１ 

〃 

〃 〃 

と び 工 
 

〃
10

Ｎ
×２ 

〃 

〃 〃 

溶 接 工 
 

〃
10

Ｎ
×２ 

〃 

〃 〃 

継 施 工 費 
 

箇所 10 ×ＮＮ  

油圧式杭圧入引抜機運転 
 

日
10 

Ｎ 

表 2.1 

表 2.9，2.11 

ラフテレーンクレーン賃料 
排出ガス対策型 

油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊 
 

10 

Ｎ 

表 2.3 

〃 

ｸﾚｰﾝ付台船運転 
ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35～40t 吊 

台船 300ｔ積 
〃

10 

Ｎ 

〃（注)2 

〃 

引 船 運 転 鋼製 100PS 型 〃
10 

Ｎ 

〃 

〃 

諸 雑 費 
 

式 1 表 2.13 

計 
   

 

（注） １. ＮＮ：日当り施工枚数(枚（本）／日) 

      ＮＮ：枚当り継施工箇所数(箇所／枚) 

    ２．必要に応じて計上 

（３）継鋼矢板圧入 10枚当り単価表（Ｎmax≦25） 

 

名   称 規 格 単 位 数 量 摘  要 

世 話 役
 

人
10

Ｎ
×１ 

表 2.4 

表 2.9，2.11 

特 殊 作 業 員
 

〃
10

Ｎ
×１ 

〃 

〃 

と び 工
 

〃
10

Ｎ
×２ 

〃 

〃 

溶 接 工
 

〃
10

Ｎ
×２ 

〃 

〃 

継 施 工 費
 

箇所 10 ×Ｘ  

油圧式杭圧入引抜機運転
 

日
10 

Ｎ 

表 2.2 

表 2.9，2.11 

ラフテレーンクレーン賃料

排出ガス対策型 

（第一次基準値） 

油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊 

 
10 

Ｎ 

表 2.3 

〃 

ｸﾚｰﾝ付台船運転
ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35～40t 吊 

台船 300ｔ積 
〃

10 

Ｎ 

〃（注)2 

〃 

引 船 運 転 鋼製 100PS 型 〃
10 

Ｎ 

〃 

〃 

諸 雑 費
 

式 1 表 2.13 

計 
   

 

（注） １. Ｎ：日当り施工枚数(枚／日) 

      Ｘ：1枚当り継施工箇所数(箇所／枚) 

２．必要に応じて計上 
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（４）油圧式杭圧入引抜機とウォータージェット併用施工によるによる継鋼矢板圧入 10 枚当り単価表 

名   称 規 格 単 位 数 量 摘  要 

世 話 役 
 

人
10

Ｎ
×１ 

表 2.4 

表 2.10，2.11 

特 殊 作 業 員 
 

〃
10

Ｎ
×１ 

〃 

〃 

と び 工 
 

〃
10

Ｎ
×２ 

〃 

〃 

溶 接 工 
 

〃
10

Ｎ
×２ 

〃 

〃 

継 施 工 費 
 

箇所 10 ×ＮＮ  

油圧式杭圧入引抜機運転 
 

日
10 

Ｎ 

表 2.1 

表 2.10，2.11 

杭 打 ち 用 

ウォータージェット運転 

14.7MPa(150kg/㎠) 

325ℓ /min 
〃

10 

Ｎ 

表 2.3 

〃 

ラフテレーンクレーン賃料 
排出ガス対策型 

油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊 
 

10 

Ｎ 

表 2.3 

〃 

ｸﾚｰﾝ付台船運転 
ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35～40t 吊 

台船 300ｔ積 
〃

10 

Ｎ 

〃（注)2 

〃 

引 船 運 転 鋼製 100PS 型 〃
10 

Ｎ 

〃 

〃 

諸 雑 費 
 

式 1 表 2.13 

計 
   

 

（注） １. ＮＮ：日当り施工枚数(枚（本）／日) 

      ＮＮ：枚当り継施工箇所数(箇所／枚) 

    ２．必要に応じて計上 

（４）継鋼矢板圧入 10枚当り単価表（Ｎmax≦50） 

 

名   称 規 格 単 位 数 量 摘  要 

世 話 役
 

人
10

Ｎ
×１ 

表 2.4 

表 2.10，2.11 

特 殊 作 業 員
 

〃
10

Ｎ
×１ 

〃 

〃 

と び 工
 

〃
10

Ｎ
×２ 

〃 

〃 

溶 接 工
 

〃
10

Ｎ
×２ 

〃 

〃 

継 施 工 費
 

箇所 10 ×Ｘ  

油圧式杭圧入引抜機運転
 

日
10 

Ｎ 

表 2.2 

表 2.10，2.11 

杭 打 ち 用

ウォータージェット運転

排出ガス対策型 

（第一次基準値） 

14.7MPa325ℓ /min 

〃
10 

Ｎ 

表 2.3 

〃 

ラフテレーンクレーン賃料

排出ガス対策型 

（第一次基準値） 

油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊 

 
10 

Ｎ 

〃 

〃 

ｸﾚｰﾝ付台船運転
ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35～40t 吊 

台船 300ｔ積 
〃

10 

Ｎ 

〃（注)3 

〃 

引 船 運 転 鋼製 100PS 型 〃
10 

Ｎ 

〃 

〃 

諸 雑 費
 

式 1 表 2.13 

計 
   

 

（注） １．本単価表は，杭打ち用ウォータージェットを使用する場合に適用する。 

２．Ｎ：日当り施工枚数(枚／日) 

      Ｘ：1枚当り継施工箇所数(箇所／枚) 

３．必要に応じて計上 

 

 

 

 

 

参－43 



 

 

とりまとめ工種（最終整備） 
鋼矢板（Ｈ形鋼）工（油圧圧入引抜工） 

現行基準

のページ 
現  行  歩  掛 改   訂 摘 要 

Ｐ.311 

(6・①・19) 

 

（５）油圧式杭圧入引抜機による鋼矢板引抜き 10枚当り単価表 

名   称 規 格 単 位 数 量 摘  要 

世 話 役 
 

人
10

Ｎ
×１ 

表 2.4 

表 2.8 

特 殊 作 業 員 
 

〃
10

Ｎ
×１ 

〃 

〃 

と び 工 
 

〃
10

Ｎ
×２ 

〃 

〃 

油圧式杭圧入引抜機運転 
 

日
10 

Ｎ 

表 2.1 

〃 

ラフテレーンクレーン賃料 
排出ガス対策型 

油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊 
〃

10 

Ｎ 

表 2.3 

〃 

ｸﾚｰﾝ付台船運転 
ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35～40t 吊 

台船 300ｔ積 
〃

10 

Ｎ 

〃（注)2 

〃 

引 船 運 転 鋼製 100PS 型 〃
10 

Ｎ 

  〃 

〃 

諸 雑 費 
 

式 1  

計 
   

 

（注） １. Ｎ：日当り施工枚数(枚（本）／日) 

    ２．必要に応じて計上 
 

（５）鋼矢板引抜き 10枚当り単価表 

 

名   称 規 格 単 位 数 量 摘  要 

世 話 役
 

人
10

Ｎ
×１ 

表 2.4 

表 2.8 

特 殊 作 業 員
 

〃
10

Ｎ
×１ 

〃 

〃 

と び 工
 

〃
10

Ｎ
×２ 

〃 

〃 

油圧式杭圧入引抜機運転
 

日
10 

Ｎ 

表 2.2 

〃 

ラフテレーンクレーン賃料

排出ガス対策型 

（第一次基準値） 

油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊 

〃
10 

Ｎ 

表 2.3 

〃 

ｸﾚｰﾝ付台船運転
ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35～40t 吊 

台船 300ｔ積 
〃

10 

Ｎ 

〃（注)2 

〃 

引 船 運 転 鋼製 100PS 型 〃
10 

Ｎ 

  〃 

〃 

諸 雑 費
 

式 1  

計 
   

 

（注） １. Ｎ：日当り施工枚数(枚／日) 

 ２．必要に応じて計上 

 

 

 



 

 

とりまとめ工種（最終整備） 
鋼矢板（Ｈ形鋼）工（油圧圧入引抜工） 

現行基準

のページ 
現  行  歩  掛 改   訂 摘 要 
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（６）油圧式杭圧入引抜機据付・解体１回当り単価表 

名   称 規 格 単 位 数 量 摘  要 

世 話 役 
 

人  表 2.12 

特 殊 作 業 員 
 

〃  〃 

と び 工 
 

〃  〃 

油圧式杭圧入引抜機運転 
 

日  
表 2.1 

表 2.12 

ラフテレーンクレーン賃料 
排出ガス対策型 

油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊 
〃  

表 2.3 

〃 

ｸﾚｰﾝ付台船運転 
ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35～40t 吊 

台船 300ｔ積 
〃 da 

〃（注)2 

〃 

引 船 運 転 鋼製 100PS 型 〃 da 
  〃 

〃 

諸 雑 費 
 

式 1  

計 
   

 

（注） １. da：世話役の据付・解体歩掛(日／回) 

    ２．必要に応じて計上 

 
 

（６）油圧式杭圧入引抜機据付・解体１回当り単価表 

 

名   称 規 格 単 位 数 量 摘  要 

世 話 役
 

人  表 2.12 

特 殊 作 業 員
 

〃  〃 

と び 工
 

〃  〃 

油圧式杭圧入引抜機運転
 

日  
表 2.2 

表 2.12 

ラフテレーンクレーン賃料

排出ガス対策型 

（第一次基準値） 

油圧伸縮ジブ型 25ｔ吊 

〃  
表 2.3 

〃 

ｸﾚｰﾝ付台船運転
ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 35～40t 吊 

台船 300ｔ積 
〃 da 

〃（注)2 

〃 

引 船 運 転 鋼製 100PS 型 〃 da 
  〃 

〃 

諸 雑 費
 

式 1  

計 
   

 

（注） １. da ：世話役の据付・解体歩掛(日／回) 

    ２．必要に応じて計上 

 

 

 



 

 

とりまとめ工種（最終整備） 
鋼矢板（Ｈ形鋼）工（油圧圧入引抜工） 

現行基準

のページ 
現  行  歩  掛 改   訂 摘 要 

Ｐ.312 

(6・①・20) 

 

（７）機械運転単価表 

 

名  称 規  格 適用単価表 指 定 事 項 

油圧式杭圧入引抜機 

排出ガス対策型 

圧入力 

980.7～1471.0kN 級

（100～150ｔ級） 

引抜力 

1078.7～1569.1kN 級

（110～160ｔ級） 

機－24
燃料消費量

機械損料数量

→

→

132 

1.46 

〃 

排出ガス対策型 

広幅鋼矢板用 

圧入力 

980.7～1471.0kN 級

（100～150ｔ級） 

機－24
燃料消費量

機械損料数量

→

→

132 

1.46 

杭 打 ち 用 

ウォータージェット 

ポンプ圧力  

14.7MPa 

吐出量 

325ℓ /min 

機－24
燃料消費量

機械損料数量

→

→

120 

1.46 

運転１日当り単価表 

船 員 名 称

機械損料単位

運転労務数量

→

→

→

高級船員

供用日 

1.00 

（クローラクレーン） 

燃料消費量

機械損料数量

→

→

53 

1.46 

（台 船） 

ク レ ー ン 付 台 船 

 

 

クローラクレーン 

35～40t 吊 

 

台船 300ｔ積 

機－11

機械損料数量 → 1.46 

運転１日当り単価表 

引 船 鋼製 100PS 型 機－11

船 員 名 称

機械損料単位

運転労務数量

燃料消費量

機械損料数量

主 燃 料

→

→

→

→

→

→

高級船員

供用日 

1.0 

57 

1.21 

重油 

 

 

（７）機械運転単価表 

 

名  称 規  格 適用単価表 指 定 事 項 

油圧式杭圧入引抜機

排出ガス対策型 

(第一次基準値) 

圧入力 

980.7～1471.0kN 級 

（100～150ｔ級） 

引抜力 

1078.7～1569.1kN 級

（110～160ｔ級） 

機－24
燃料消費量

機械損料数量

→

→

132 

1.45 

〃 

排出ガス対策型 

(第一次基準値) 

広幅鋼矢板用 

圧入力 

980.7～1471.0kN 級 

（100～150ｔ級） 

引抜力 

1078.7～1569.1kN 級

（110～160ｔ級） 

機－24
燃料消費量

機械損料数量

→

→

132 

1.45 

杭 打 ち 用

ウォータージェット

排出ガス対策型 

(第一次基準値) 

ポンプ圧力 14.7MPa 

吐出量 325ℓ /min 

機－24
燃料消費量

機械損料数量

→

→

120 

1.45 

運転１日当り単価表 

船 員 名 称

機械損料単位

運転労務数量

→

→

→

高級船員 

供用日 

1.00 

（クローラクレーン） 

燃料消費量

機械損料数量

→

→

50 

1.45 

（台 船） 

ク レ ー ン 付 台 船

 

 

クローラクレーン 

35～40t 吊 

 

台船 300ｔ積 

機－11

機械損料数量 → 1.45 

運転１日当り単価表 

引 船 鋼製 100PS 型 機－11

船 員 名 称

機械損料単位

運転労務数量

燃料消費量

機械損料数量

主 燃 料

→

→

→

→

→

→

高級船員 

供用日 

1.0 

57 

1.21 

重油  

 



と り ま と め 工 種
地 す べ り 防 止 工 （ 山 腹 水 路 工 ）

3.水　路　工 3.山　腹　水　路　工

3-1　適 用 範 囲 3-1　適 用 範 囲

3-1-1　山腹集水路・排水路工、山腹明暗渠工、山腹暗渠工

プレキャストU型側溝、コルゲートフリューム、暗渠管の製品質量100kg/個以下に適用する。

3-1-2　集水桝工

（1）集水桝設置

内空積1m3/基以下の現場打ち集水桝の設置に適用する。

（2）プレキャスト集水桝据付

プレキャスト集水桝の製品質量150kg/個を超え1700kg/個以下の機械据付に適用する。

3-2　施 工 概 要 3-2　施 工 概 要

施工フローは下記を標準とする。 施工フローは下記を標準とする。

（1）集排水路の場合 （1）山腹集水路・排水路の場合

（2）明暗渠の場合 （2）山腹明暗渠の場合

（3）暗渠の場合 （3）山腹暗渠の場合

（4）集水桝の場合

（注）本歩掛に対応しているのは、実線部分のみである。

（5）プレキャスト集水桝の場合

（注）本歩掛に対応しているのは、実線部分のみである。

適　用改　　　　　訂

（2）人力据付

（1）機械据付

プレキャストU型側溝の製品質量100kg/個を超え450kg/個以下に適用する。

　本資料は地すべり防止施設及び急傾斜崩壊対策施設の水路工に適用する。各工種における適用範囲は以下のとおりとする。

現行基準の
ページ 現　　　　　行

469

　本資料は地すべり防止施設及び急傾斜崩壊対策施設における水路工（プレキャストU型側溝、コルゲートフリューム、暗渠管）の
製品質量100㎏以下/個の人力据付に適用する。
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と り ま と め 工 種
地 す べ り 防 止 工 （ 山 腹 水 路 工 ）

3-3　使 用 機 械 3-3　使 用 機 械

　機種・規格は次表を標準とする。 　機種・規格は次表を標準とする。

3-4　編 成 人 員

　山腹水路工における編成人員は次表を標準とする。

3-4　施 工 歩 掛 3-5　施 工 歩 掛

3-4-1　集排水路工 3-5-1　山腹集水路・排水路工

3-5-1-1　山腹U型側溝（機械据付）歩掛

（1）日当り施工量

日当り施工量は次表を標準とする。

（2）諸雑費

　諸雑費は、締固め機械、目地モルタルの費用であり、労務費、バックホウの機械損料及び運転経費の合計額に次
表の率を乗じた金額を上限として計上する。

改　　　　　訂 適　用
現行基準の

ページ 現　　　　　行
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表3.1　機種の選定

必要に応じて計上

摘要

排出ガス対策型・クローラ型山積0.28m3
（平積0.2m3）

規　　　格

油圧ダンプ式クローラ型2t積不 整 地 運 搬 車

機　械　名

バ ッ ク ホ ウ

山腹集水 路・ 排水 路工

山 腹 明 暗 渠 工

山 腹 暗 渠 工

特殊作業員 普通作業員

（人）

工種

表3.2　編成人員

1 2

世話役

1

諸雑費率 0.4

（%）表3.4　諸雑費率

（m/日）

（注）

表3.3　日当り施工量

0.5を超え
1.0m2以下

2.歩掛は、床堀（仕上げ含む）、基礎、埋戻しの労務を含む。ただし、材料は別
途計上する。

掘削断面積（m2）

1.歩掛は、平均運搬距離50m以下の小運搬を含む。ただし、平均運搬距離が
50mを超え200m以下の場合は、不整地運搬車を計上する。

日当り施工量

0.5m2以下

14.7 10.4

3.表面コンクリートの打設は、「第5章コンクリート工①コンクリート工」による。た
だし、これにより難い場合は、別途考慮する。



と り ま と め 工 種
地 す べ り 防 止 工 （ 山 腹 水 路 工 ）

3-4-1-1　U型側溝据付歩掛 3-5-1-2　山腹U型側溝（人力据付）歩掛

U型側溝の据付歩掛は、次表とする。 （1）日当り施工量

日当り施工量は次表を標準とする。

（2）諸雑費

3-4-1-2　コルゲートフリューム据付歩掛 3-5-1-3　山腹コルゲートフリューム歩掛

コルゲートフリュームの据付歩掛は、次表とする。 （1）日当り施工量

日当り施工量は次表を標準とする。

（2）諸雑費

改　　　　　訂 適　用
現行基準の

ページ 現　　　　　行
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　諸雑費は、締固め機械、目地モルタルの費用であり、労務費、バックホウの機械損料及び運転経費の合計額に次
表の率を乗じた金額を上限として計上する。

　諸雑費は、締固め機械の費用であり、労務費、バックホウの機械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた
金額を上限として計上する。

470

（注）

諸 雑 費 率

特 殊 作 業 員

世 話 役

名 称

普 通 作 業 員

バ ッ ク ホ ウ 運 転

不 整 地 運 搬 車 運 転

排出ガス対策型・クローラ型

山積0.28m3（平積0.2m3）

油圧ダンプ式
クローラ型2t積

4.運搬機械が上表により難い場合は、別途考慮する。

5.不整地運搬車は賃料とする。

0.6

2.4

〃

〃

h

日

%

0.7

0.7

2.7

0.6人

3.諸雑費は、締固め機械、目地モルタルの費用であり、労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計
上する。

1.歩掛は、平均運搬距離30mまでの人力による小運搬を含む。ただし、平均運搬距離が30mを超え200m以下の
場合は、不整地運搬車を計上する。

2.歩掛は、床堀（仕上げ含む）、基礎、埋戻し、表面コンクリート等の労務を含む。ただし、材料は別途計上する。

0.2

2.4

0.6

3.5

0.7
必要に応じて計上
（注）1.

摘　要

(10m当り)表3.2　U型側溝据付歩掛

0.5m2以下
0.5を越え

1.0m2以下単位規 格

掘　削　断　面　積

（注）

諸 雑 費 率 %

0.7

0.4

1.歩掛は、平均運搬距離30mまでの人力による小運搬を含む。ただし、平均運搬距離が30mを超え200m以下の
場合は、不整地運搬車を計上する。

2.歩掛は、床堀（仕上げ含む）、基礎、埋戻し、表面コンクリート等の労務を含む。ただし、材料は別途計上する。

3.諸雑費は、締固め機械の費用であり、労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。

4.運搬機械が上表により難い場合は、別途考慮する。

5.不整地運搬車は賃料とする。

0.9不 整 地 運 搬 車 運 転
油圧ダンプ式
クローラ型2t積

日 0.6

h

1.7

3.5

1.5

2.4

必要に応じて計上
（注）1.

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型・クローラ型

山積0.28m3（平積0.2m3）

摘　要

(10m当り)表3.3　コルゲートフリューム据付歩掛

普 通 作 業 員 〃

特 殊 作 業 員 〃 0.50.4

世 話 役 人

名 称 規 格 単位

掘　削　断　面　積
0.5m2以下

0.5を越え

1.0m2以下

1.0を越え

2.0m2以下

0.4 0.5 0.5

0.5

2.2

5.5

（%）表3.6　諸雑費率

諸雑費率 0.4

（%）表3.8　諸雑費率

0.3諸雑費率



と り ま と め 工 種
地 す べ り 防 止 工 （ 山 腹 水 路 工 ）

3-4-2　明暗渠工 3-5-2　山腹明暗渠工

3-4-2-1　U型側溝、暗渠管据付歩掛 3-5-2-1　山腹U型側溝明暗渠（機械据付）歩掛

U型側溝、暗渠管の据付歩掛は、次表とする。 （1）日当り施工量

日当り施工量は次表を標準とする。

（2）諸雑費

3-4-2-2　コルゲートフリューム、暗渠管据付歩掛 3-5-2-2　山腹U型側溝明暗渠（人力据付）歩掛

コルゲートフリューム、暗渠の据付歩掛は、次表とする。 （1）日当り施工量

日当り施工量は次表を標準とする。

（2）諸雑費

現行基準の
ページ 適　用

　諸雑費は、遮水シート及び吸出し防止材の設置、締固め機械、目地モルタルの費用であり、労務費、バックホウの
機械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。

現　　　　　行 改　　　　　訂

　諸雑費は、遮水シート及び吸出し防止材の設置、締固め機械、目地モルタルの費用であり、労務費、バックホウの
機械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。
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471

（%）表3.10　諸雑費率

諸雑費率 4

1.遮水シート、吸出し防止材の材料は、諸雑費に含まないので別途
計上する。

（注）

（%）

諸雑費率

1.遮水シート、吸出し防止材の材料は、諸雑費に含まないので別途
計上する。

（注）

表3.12　諸雑費率

4

（注）

5.不整地運搬車は賃料とする。

1.歩掛は、平均運搬距離30mまでの人力による小運搬を含む。ただし、平均運搬距離が30mを超え200m以下の
場合は、不整地運搬車を計上する。

3.諸雑費は、締固め機械、目地モルタルの費用であり、労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計
上する。

0.2諸 雑 費 率 %

2.歩掛は、床堀（仕上げ含む）、基礎、埋戻し、遮水シート、吸出し防止材、表面コンクリート等の労務を含む。た
だし、材料は別途計上する。

不 整 地 運 搬 車 運 転
油圧ダンプ式
クローラ型2t積

日

2.4

普 通 作 業 員 〃

0.8

表3.4　U型側溝、暗渠管据付歩掛 (10m当り)

0.5m2以下
0.5を越え

1.0m2以下

1.0を越え

2.0m2以下
摘　要

2.0を越え

3.0m2以下

0.8 0.9 1.1 1.3

掘　削　断　面　積

名 称 規 格 単位

世 話 役 人

特 殊 作 業 員 〃

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型・クローラ型

山積0.28m3（平積0.2m3）
h

4.運搬機械が上表により難い場合は、別途考慮する。

3.0 3.5 4.2

1.10.9 1.3

5.1

0.6 0.7 0.9
必要に応じて計上
（注）1.

8.1

1.1

3.5 5.5

（注）

4.運搬機械が上表により難い場合は、別途考慮する。

5.不整地運搬車は賃料とする。

表3.5　コルゲートフリューム、暗渠管据付歩掛 (10m当り)

摘　要
名 称 規 格

掘　削　断　面　積
0.5m2以下

0.5を越え

1.0m2以下

1.0を越え

2.0m2以下単位

世 話 役 人 0.5 0.6 0.7 0.9

2.0を越え

3.0m2以下

特 殊 作 業 員 〃 0.5 0.6 0.7 0.9

普 通 作 業 員 〃 2.0 2.3 2.8 3.2

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型・クローラ型

山積0.28m3（平積0.2m3）
h 2.4 3.5 5.5 8.1

不 整 地 運 搬 車 運 転
油圧ダンプ式
クローラ型2t積

日 0.6 0.7 0.9 1.1
必要に応じて計上
（注）1.

1.歩掛は、平均運搬距離30mまでの人力による小運搬を含む。ただし、平均運搬距離が30mを超え200m以下の
場合は、不整地運搬車を計上する。

3.諸雑費は、締固め機械の費用であり、労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。

諸 雑 費 率 % 0.4

2.歩掛は、床堀（仕上げ含む）、基礎、埋戻し、遮水シート、吸出し防止材、表面コンクリート等の労務を含む。た
だし、材料は別途計上する。



と り ま と め 工 種
地 す べ り 防 止 工 （ 山 腹 水 路 工 ）

3-5-2-3　山腹コルゲートフリューム明暗渠歩掛

（1）日当り施工量

日当り施工量は次表を標準とする。

（2）諸雑費

3-5-3　山腹暗渠工

3-4-3　暗渠工 （1）日当り施工量

暗渠管の据付歩掛は、次表とする。 日当り施工量は次表を標準とする。

（2）諸雑費

　諸雑費は、遮水シート及び吸出し防止材の設置、締固め機械の費用であり、労務費、バックホウの機械損料及び
運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。

適　用

　諸雑費は、遮水シート、吸出し防止材設置、締固め機械の費用であり、労務費、バックホウの機械損料及び運転経費
の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。

現行基準の
ページ 現　　　　　行 改　　　　　訂

471

（注） 1.遮水シート、吸出し防止材の材料は、諸雑費に含まないので別途
計上する。

（%）

6諸雑費率

表3.14　諸雑費率

（注）

3.諸雑費は、締固め機械の費用であり、労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。

諸 雑 費 率 %

2.歩掛は、床堀（仕上げ含む）、埋戻し、遮水シート、吸出し防止材等の労務を含む。ただし、材料は別途計上す
る。

4.運搬機械が上表により難い場合は、別途考慮する。

5.不整地運搬車は賃料とする。

0.4

必要に応じて計上
（注）1.

不 整 地 運 搬 車 運 転
油圧ダンプ式
クローラ型2t積

日 0.6

1.歩掛は、平均運搬距離30mまでの人力による小運搬を含む。ただし、平均運搬距離が30mを超え200m以下の
場合は、不整地運搬車を計上する。

5.5

0.7 0.9

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型・クローラ型

山積0.28m3（平積0.2m3）
h 2.4

1.4 1.7

3.6

普 通 作 業 員 〃 1.4

0.4 0.5特 殊 作 業 員 〃 0.3

0.4 0.5世 話 役 人 0.3

摘　要
名 称 規 格 単位

掘　削　断　面　積
0.5m2以下

0.5を越え

1.0m2以下

1.0を越え

2.0m2以下

表3.6　暗渠管据付歩掛 (10m当り)



と り ま と め 工 種
地 す べ り 防 止 工 （ 山 腹 水 路 工 ）

3-5-4　集水桝工

3-5-4-1　集水桝設置歩掛

集水桝設置の歩掛は、次表とする。

3-5-4-2　プレキャスト集水桝据付歩掛

プレキャスト集水桝据付の歩掛は、次表とする。

適　用
現行基準の

ページ 現　　　　　行 改　　　　　訂



と り ま と め 工 種
地 す べ り 防 止 工 （ 山 腹 水 路 工 ）

3-5　材料使用量 3-6　材料使用量

3-5-1　遮水シート、吸出し防止材使用量 3-6-1　遮水シート、吸出し防止材使用量

遮水シート、吸出し防止材使用量は、次式による。 遮水シート、吸出し防止材使用量は、次式による。

3-6-2　砕石使用量

埋戻し、基礎、フィルター材等に使用する砕石の使用量は、次式による。

適　用

使用量（m
2
）=設計量（m

2
）×（1+K）使用量（m

2
）=設計量（m

2
）×（1+K）

現行基準の
ページ 現　　　　　行 改　　　　　訂

使用量（m
3
）=設計量（m

3
）×（1+K）

471

補 正 係 数 +0.05 +0.05

表3.7　補正係数（K）

材 料 名 遮 水 シ ー ト 吸 出 し 防 止 材

表3.19　ロス率（K）

材 料 名 遮 水 シ ー ト 吸 出 し 防 止 材

ロ ス 率 10% 10%

20%

表3.20　ロス率（K）

材 料 名 砕 石

ロ ス 率



と り ま と め 工 種
地 す べ り 防 止 工 （ 山 腹 水 路 工 ）

3-6　単価表 3-6　単価表

（1）U型側溝据付（集排水路）10m当り単価表 （1）山腹U型側溝10m当り単価表

（2）コルゲートフリューム据付（集排水路）10m当り単価表 （2）山腹コルゲートフリューム10m当り単価表

現行基準の
ページ 現　　　　　行 改　　　　　訂 適　用
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〃

表3.2

個

〃

〃

m3又はｔ

普 通 作 業 員

U 型 側 溝

名　　　称

コンクリート又はアスファ ルト

表3.2

〃 必要に応じて計上

〃

計

諸 雑 費 式 1

砕 石 m3

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型・クローラ型

山積0.28m3（平積0.2m3）
h

数量

特 殊 作 業 員 〃

世 話 役 人

摘　　要規　　　　格 単位

不 整 地 運 搬 車 運 転
油圧ダンプ式
クローラ型2t積

日

表3.3

〃

〃

〃

m3又はｔ

m3

排出ガス対策型・クローラ型

山積0.28m3（平積0.2m3）
h

コ ル ゲ ー ト フ リ ュ ー ム 個

コンクリート又はアスファ ルト

砕 石

バ ッ ク ホ ウ 運 転

世 話 役 人

普 通 作 業 員

特 殊 作 業 員

名　　　称 規　　　　格 単位 数量 摘　　要

表3.3

〃

〃

不 整 地 運 搬 車 運 転
油圧ダンプ式
クローラ型2t積

日 必要に応じて計上

諸 雑 費 式 1 〃

計



と り ま と め 工 種
地 す べ り 防 止 工 （ 山 腹 水 路 工 ）

（3）U型側溝、暗渠管据付（明暗渠）10m当り単価表 （3）山腹U型側溝明暗渠10m当り単価表

（4）コルゲートフリューム、暗渠管据付（明暗渠）10m当り単価表 （4）山腹コルゲートフリューム明暗渠10m当り単価表

472

現　　　　　行 改　　　　　訂 適　用
現行基準の

ページ

473

（表3.7）

必要に応じて計上
吸 出 し 防 止 材 m2

遮 水 シ ー ト m2
設計数量×（1+補正係数）

暗 渠 管 m又は本

特 殊 作 業 員 〃

普 通 作 業 員

世 話 役 人

名　　　称 規　　　　格 単位

表3.4

〃 必要に応じて計上

〃

U 型 側 溝 個

コンクリート又はアスファ ルト

数量 摘　　要

表3.4

〃

〃 〃

m3又はｔ

砕 石 m3

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型・クローラ型

山積0.28m3（平積0.2m3）
h

不 整 地 運 搬 車 運 転
油圧ダンプ式
クローラ型2t積

日

諸 雑 費 式 1 〃

計

（表3.7）

必要に応じて計上

計

〃 必要に応じて計上

諸 雑 費 式 1 〃

〃

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型・クローラ型

山積0.28m3（平積0.2m3）
h 表3.5

遮 水 シ ー ト m2
設計数量×（1+補正係数）

不 整 地 運 搬 車 運 転
油圧ダンプ式
クローラ型2t積

日

吸 出 し 防 止 材 m2

砕 石 m3

コンクリート又はアスファ ルト m3又はｔ

暗 渠 管 m又は本

コ ル ゲ ー ト フ リ ュ ー ム 個

名　　　称 規　　　　格 単位 数量 摘　　要

世 話 役 人 表3.5

特 殊 作 業 員 〃 〃

普 通 作 業 員 〃 〃



と り ま と め 工 種
地 す べ り 防 止 工 （ 山 腹 水 路 工 ）

（5）暗渠管据付（明暗渠）10m当り単価表 （5）山腹暗渠管10m当り単価表

（6）集水桝設置1基当り単価表

現行基準の
ページ 適　用

473

現　　　　　行 改　　　　　訂

（表3.7）

必要に応じて計上

〃普 通 作 業 員 〃

表3.6

特 殊 作 業 員 〃 〃

世 話 役 人

摘　　要名　　　称 規　　　　格 単位 数量

吸 出 し 防 止 材 m2
〃

設計数量×（1+補正係数）

計

遮 水 シ ー ト m2

砕 石 m3

必要に応じて計上

諸 雑 費 式 1 〃

表3.6

不 整 地 運 搬 車 運 転
油圧ダンプ式
クローラ型2t積

日 〃

バ ッ ク ホ ウ 運 転
排出ガス対策型・クローラ型

山積0.28m3（平積0.2m3）
h

暗 渠 管 m又は本



と り ま と め 工 種
地 す べ り 防 止 工 （ 山 腹 水 路 工 ）

（7）プレキャスト集水桝据付1基当り単価表

（6）機械運転単価表 （6）機械運転単価表473

現行基準の
ページ 現　　　　　行 改　　　　　訂 適　用

→1.00

→4.0

→1.71

指　定　事　項

運 転 労 務 数 量

燃 料 消 費 量

賃 料 数 量

機-1

機-28

排出ガス対策型・クローラ型

山積0.28m3（平積0.2m3）

油圧ダンプ式
クローラ型2t積

適用単価表規　　　　格機　械　名

バ ッ ク ホ ウ

不 整 地 運 搬 車



- 3 -

様式－６

と り ま と め 工 種 （ 最 終 整 備 ）
工種名：道路打換え工

現行基準

のページ 摘 要現 行 改 訂

② 道 路 打 換 え 工 ② 道 路 打 換 え 工Ｐ５６１
１．適用範囲

１．適用範囲 本資料は、維持修繕アスファルト舗装工のうち、舗装版とりこわしから舗装ま
本資料は、維持修繕アスファルト舗装工のうち、舗装版とりこわしから舗装ま でを急速施工する日当り平均作業量が50m2以上 以下の現道打換え工事に適420m2

でを急速施工する日当り平均作業量が50m2以上350m2以下の現道打換え工事に適 用する。
用する。 舗装版とは、コンクリート層及びアスファルト層を総称していう。

また、排水性舗装、シックリフト工法、ＱＲＰ工法等並びに、舗装版破砕工に舗装版とは、コンクリート層及びアスファルト層を総称していう。
は適用しない。

２．施工概要 ２．施工概要
施工フローは、下記を標準とする。 施工フロー、下記を標準とする。

コンクリートカッタによる コンクリートカッタによる
舗装版の切断 舗装版の切断

とりこわし舗装版厚さ15cm以下 とりこわし舗装版厚さ15cm以下

とりこわし舗装版 とりこわし舗装版
厚さ15cmを超える 厚さ15cmを超える

ｺﾝｸﾘ-ﾄ圧砕機・大型ブレーカ バックホウによる舗装 ｺﾝｸﾘ-ﾄ圧砕機・大型ブレーカ バックホウによる舗装
による舗装版のとりこわし 版の直接掘削・積込 による舗装版のとりこわし 版の直接掘削・積込

バックホウによる掘削・積込 バックホウによる掘削・積込

路床・路盤の均し・転圧 路床・路盤の均し・転圧

瀝 青 材 散 布 瀝 青 材 散 布

舗装（アスファルト層）敷均し・転圧 舗装（アスファルト層）敷均し・転圧

区 画 線 工 区 画 線 工

（注） 本歩掛で対応しているのは、実線部分のみである。 （注） 本歩掛で対応しているのは、実線部分のみである。
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様式－６

と り ま と め 工 種 （ 最 終 整 備 ）
工種名：道路打換え工

現行基準

のページ 摘 要現 行 改 訂

Ｐ５６２ ３．機種の選定 ３．機種の選定等
使用機種の選定は、図３－１及び表３．１を標準とする。 使用機種等の選定は、図３－１及び表３－１を標準とする。

図３－１ 機種の選定 図３－１ 機種の選定

（注） １．「建設工事に伴う騒音、振動対策技術指針」の第２章適用範囲に示す
（注） １．「建設工事に伴う騒音、振動対策技術指針」の第２章適用範囲に示す 地域等。

地域等。 ２．とりこわし舗装版の厚さが15cm以下の場合はバックホウによる直接掘
２．とりこわし舗装版の厚さが15cm以下の場合はバックホウによる直接掘 削積込を標準とするが、施工上騒音振動対策を必要とする場合は、コン

削積込を標準とするが、施工上騒音振動対策を必要とする場合は、コン クリート圧砕機を選定することができる。
クリート圧砕機を選定することができる。 とりこわし：大型ブレーカ又はコンクリート圧砕機により舗装版のみ破
とりこわし：大型ブレーカ又はコンクリート圧砕機により舗装版のみ破 砕する作業

砕する作業 掘削積込：大型ブレーカ又はコンクリート圧砕機により舗装版を破砕
掘削積込：大型ブレーカ又はコンクリート圧砕機により舗装版を破砕 後、バックホウにより舗装版、路盤・路床材を各々又は同時に

後、バックホウにより舗装版、路盤・路床材を各々又は同時に 掘削し、積込む作業
掘削し、積込む作業 ３．条件 で「上記以外の地域」となった場合においても、施工上騒音振ａ

３．条件ｂで「上記以外の地域」となった場合においても、施工上騒音振 動対策が必要となった場合は、コンクリート圧砕機を選定することがで
動対策が必要となった場合は、コンクリート圧砕機を選定することがで きる。
きる。 ４．コンクリート圧砕機を選定した場合には、使用するバックホウについ

４．コンクリート圧砕機を選定した場合には、使用するバックホウについ ては、低騒音型建設機械を用いること。
ては、低騒音型建設機械を用いること。

工種 舗装版 条件 条件 とりこわし 掘削 積込 条件

切断 ａ ｂ ｃ 敷均し 転圧 敷均し 転圧

以下 バックホウ

（直接掘削、積込）

未満 「第11章道路舗装路盤工（歩道施工）」及び「第

11章道路舗装②アスファルト舗装工（人力施工）」

による。

騒音、振 コンクリート

コンク 動対策技 圧砕機

使用 リート 術指針の ＋

機械 カッタ 適用地域 バックホウ

別途 等（注）１ （ベースマシン） タイヤローラ タイヤローラ

計上 バックホウ

超える 大型ブレーカ 幅員 ブルドーザ アスファルト

もの 上記以外 2.5m 以上 フィニッシャ

15 の地域 ＋ かつ

バックホウ 作業 ロードローラ ロードローラ

cm （ベースマシン） 延長

20m

1
箇
所
当
り
の
作
業
量

取
り
壊
し
舗
装
版
厚
さ

路盤 舗装版
工種 舗装版 条件 条件 とりこわし 掘削 積込 条件

切断 ａ ｂ ｃ 敷均し 転圧 敷均し 転圧

コンクリート

騒音、振 圧砕機

動対策技 ＋ 未満 「第11章道路舗装路盤工（歩道施工）」及び「第

術指針の バックホウ 11章道路舗装②アスファルト舗装工（人力施工）」

適用地域 （ベースマシン） による。

等（注）１ バックホウ

コンク 超える

使用 リート もの 大型ブレーカ

機械 カッタ

別途 ＋ タイヤローラ タイヤローラ

計上 バックホウ

上記以外 （ベースマシン）

の地域 幅員 ブルドーザ アスファルト

（注）３ 2.5m 以上 フィニッシャ

15 バックホウ かつ

（直接掘削、積込） 作業 ロードローラ ロードローラ

cm 以下 延長

20m

1
箇
所
当
り
の
作
業
量

路盤 舗装版

取
り
壊
し
舗
装
版
厚
さ
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様式－６

と り ま と め 工 種 （ 最 終 整 備 ）
工種名：道路打換え工

現行基準

のページ 摘 要現 行 改 訂

Ｐ５６２
表３．１ 機種の規格 表３．１ 機種の規格

(注）バックホウ、（コンクリート圧砕機ベースマシン）バックホウ、大型ブレー
カ、（大型ブレーカベースマシン）バックホウ、ブルドーザは賃料とする。

Ｐ５６３ ４．編成人員 ４．編成人員
１パーティ当りの編成人員は、次表を標準とする。 １パーティ当りの編成人員は、次表を標準とする。

表4.1 編成人員 表4.1 編成人員

世 話 役 特殊作業員 普通作業員 世 話 役 特殊作業員 普通作業員

１ ３ ４ １ ３ ４

様式－６

コンクリート圧
砕機によるとり
こわし

大型ブレーカに
よるとりこわし

バックホウによ
る掘削積込

バックホウによ
る掘削積込

バックホウ
排出ガス対策型クローラ型山積
0.45m3（平積0.35m3）

台 1 1 1

コンクリート圧砕
機

開口幅　580～700mm
破砕力843～981kN(86～100t)

（ベースマシン）
バックホウ

排出ガス対策型クローラ型山積
0.8m3（平積0.6m3）

大型ブレーカ ブレーカ　600～800kg級

（ベースマシン）
バックホウ

排出ガス対策型クローラ型山積
0.45m3（平積0.35m3）

ブルドーザ 排出ガス対策型普通３ｔ級 〃 1

タイヤローラ 排出ガス対策型８～２０ｔ 〃 1 1

ロードローラ
排出ガス対策型マカダム
１０～１２ｔ

〃 1 1

アスファルトフィ
ニッシャ

ホイール型2.4～4.5m 〃 1

1

1〃

〃

機種 規格
路床及び路盤
の敷均し転圧

舗装の敷均し
転圧

直接掘削
積込

単位

コンクリート圧
砕機によるとり
こわし

大型ブレーカに
よるとりこわし

バックホウによ
る掘削積込

バックホウによ
る掘削積込

バックホウ
排出ガス対策型
クローラ型山積0.45m3（平積0.35m3）

台 1 1 1

コンクリート圧砕
機

破砕力600kN級
開口幅715～740mm

（コンクリート圧砕
機ベースマシン）
バックホウ

排出ガス対策型
クローラ型山積0.45m3（平積0.35m3）

大型ブレーカ
油圧ブレーカ　バケット容量0.25～0.3m3対応
アタッチメント

〃

（大型ブレーカ
ベースマシン）
バックホウ

排出ガス対策型
クローラ型山積0.28m3（平積0．2m3)

〃

ブルドーザ
排出ガス対策型
普通３ｔ級

〃 1

タイヤローラ 排出ガス対策型８～２０ｔ 〃 1 1

ロードローラ
排出ガス対策型
マカダム　１０～１２ｔ

〃 1 1

アスファルトフィ
ニッシャ

排出ガス対策型 ホイール型2.0～4.5m 〃 1

機種 規格
路床及び路盤
の敷均し転圧

舗装の敷均し
転圧

直接掘削
積込

単位

1

1〃
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と り ま と め 工 種 （ 最 終 整 備 ）
工種名：道路打換え工

現行基準

のページ 摘 要現 行 改 訂

Ｐ５６３ ５．施工歩掛 ５．施工歩掛
５－１日当り施工量
道路打換え工の標準的な日当り施工量は、次表を標準とする。

５－１ 施工機械の運転時間
100m 当りの機械の運転時間は、次表とする。 ５－２ 施工機械の運転時間2

(1) とりこわし 100m 当りの機械の運転時間は、次表とする。2

表5.1 とりこわし時間 （ｈ／100m ） (1) とりこわし2

舗装版厚さ 15cmを超え 30cmを超え 舗装版厚さ 15cmを超え 30cmを超え
使用機械 15cm以下 3 0 c m以下 4 0 c m以下 記号 使用機械 15cm以下 3 0 c m以下 4 0 c m以下 記号

ﾊﾞｯｸﾎｳによるとりこわし 掘削・積込に含む － － － ﾊﾞｯｸﾎｳによるとりこわし 掘削・積込に含む － － －

ﾌﾞﾚｰｶ － ﾌﾞﾚｰｶ －大型 によるとりこわし 大型 によるとりこわし

Ｈ Ｈコンクリ－ト圧砕機 コンクリ－ト圧砕機1.3 1.７ Ｔ 1.3 1.７ Ｔ
( ｼﾞｬｯｷ ) 1.1 ( ｼﾞｬｯｷ ) 1.1油圧 式 によるとりこわし 油圧 式 によるとりこわし

表5.1 とりこわし時間 （ｈ／100m ）2

(2) 掘削・積込
表5.2 掘削積込時間 （ｈ／100m ） (2) 掘削・積込2

表5.2 掘削積込時間 （ｈ／100m ）2

40cmを超え 80cmを超え 40cmを超え 80cmを超え舗装版厚＋路盤及び路床の 舗装版厚＋路盤及び路床の

組合せ機械 40cm以下 8 0 c m以下 120cm以下 記号 組合せ機械 40cm以下 8 0 c m以下 120cm以下 記号掘削深さ 掘削深さ

Ｂ１ Ｂ１ﾊﾞｯｸﾎｳによる直接掘削・積込 2.0 3.3 4.7 Ｔ ﾊﾞｯｸﾎｳによる直接掘削,積込 2.0 3.3 4.7 Ｔ

大型ブレーカとりこわし後の 大型ブレーカとりこわし後の
バックホウ掘削・積込 バックホウ掘削,積込

Ｂ２ Ｂ２2.1 2.8 3.5 Ｔ 2.1 2.8 3.5 Ｔ
ｺﾝｸﾘ-ﾄ圧砕機（油圧ｼﾞｬｯｷ式） ｺﾝｸﾘ-ﾄ圧砕機（油圧ｼﾞｬｯｷ式）

後のﾊﾞｯｸﾎｳ掘削・積込 後のﾊﾞｯｸﾎｳ掘削・積込とりこわし とりこわし

様式－６

日当り標準施工量
m2／日

全体掘削厚 40cmを超え80cm以下 80cmを超え120cm以下

復旧層数 ２層 ３層以上５層以下 ４層以上６層以下 ５、６層

コンクリート圧砕機15cm以下 230 190 170

コンクリート圧砕機・大型ブレーカ15cmを超え30以下

コンクリート圧砕機・大型ブレーカ30cmを超え40以下

m2／日

復旧層数 ２層 ３層以上５層以下

バックホウによる直接掘削積込・掘削全体厚40以下 400 310

復旧層数 ２層 ３層以上６層以下

バックホウによる直接掘削積込・掘削全体厚40を超え80以下 280 220

バックホウによる直接掘削積込・掘削全体厚80を超え120以下 210 180

160

40cm以下

270
220 180
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と り ま と め 工 種 （ 最 終 整 備 ）
工種名：道路打換え工

現行基準

のページ 摘 要現 行 改 訂

Ｐ５６３ (3) 路床及び路盤敷均し、転圧（安定処理を含まず） (3) 路床及び路盤敷均し、転圧（安定処理を含まず）
表5.3 路床及び路盤の敷均し,転圧時間 （ｈ／100m １層当り） 表5.3 路床及び路盤の敷均し,転圧時間 （ｈ／100m １層当り）2 2

使 用 機 械 作 業 時 間 記 号 使 用 機 械 作 業 時 間 記 号

ブ ル ド ー ザ に よ る 敷 均 し 0.5 ブ ル ド ー ザ に よ る 敷 均 し 0.5

Ｄ Ｄロ ー ド ロ ー ラ に よ る 転 圧 0.5 Ｔ ロ ー ド ロ ー ラ に よ る 転 圧 0.5 Ｔ

タ イ ヤ ロ ー ラ に よ る 転 圧 0.5 タ イ ヤ ロ ー ラ に よ る 転 圧 0.5

（ 注）1. 安定処理は、(4)舗装（アスファルト層）で計上する。 （注）1. 安定処理は、(4)舗装（アスファルト層）で計上する。
2. 一層当りとは、敷均し、転圧層数をいう。 2. 一層当りとは、敷均し、転圧層数をいう。
3. 不陸整正は、掘削後の路床・路盤面の整正を目的とし、補足材の有無 3. 不陸整正は、掘削後の路床・路盤面の整正を目的とし、補足材の有無

にかかわらず一層分計上する。 にかかわらず一層分計上する。

(4) 舗装（アスファルト層・安定処理）敷均し、転圧 (4) 舗装（アスファルト層・安定処理）敷均し、転圧
表5.4 舗装敷均し,転圧時間 （ｈ/100m 一層当り） 表5.4 舗装敷均し,転圧時間 （ｈ/100m 一層当り）2 2

使 用 機 械 作 業 時 間 記 号 使 用 機 械 作 業 時 間 記 号

ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ ﾌ ｨ ﾆ ｯ ｼ ｬによる敷均し 0.5 ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ ﾌ ｨ ﾆ ｯ ｼ ｬによる敷均し 0.5

Ｆ Ｆロ ー ド ロ ー ラ に よ る 転 圧 0.5 Ｔ ロ ー ド ロ ー ラ に よ る 転 圧 0.5 Ｔ

タ イ ヤ ロ ー ラ に よ る 転 圧 0.5 タ イ ヤ ロ ー ラ に よ る 転 圧 0.5

（注）1. 表層を別途施工の場合は、「第11章道路舗装①アスファルト舗装工」に （注）1. 表層を別途施工の場合は、「第11章道路舗装①アスファルト舗装工」
よる。 による。

2. １層当りとは、敷均し、転圧層数をいう。 2. １層当りとは、敷均し、転圧層数をいう。

Ｐ５６４ ５－２ 労務歩掛 ５－３ 労務歩掛
道路打換え100m2当りの作業歩掛は、５－１の(1)～(4)までの使用する主機械 道路打換え100m2当りの作業歩掛は、５－１の(1)～(4)までの使用する主機械

の時間で、次式による。 の時間で、次式による。

Ｔ’＝｛〔(Ｔ ＋Ｔ )又はＴ 〕＋Ｔ ×層数＋Ｔ ×層数｝×0.66 (ｈ／100m2) Ｔ’＝｛〔(Ｔ ＋Ｔ )又はＴ 〕＋Ｔ ×層数＋Ｔ ×層数｝×0.66 (ｈ／100m2)Ｈ Ｂ２ Ｂ１ Ｄ Ｆ Ｈ Ｂ２ Ｂ１ Ｄ Ｆ

0.66：一連作業のための重複度 0.66：一連作業のための重複度

様式－６
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と り ま と め 工 種 （ 最 終 整 備 ）
工種名：道路打換え工

現行基準

のページ 摘 要現 行 改 訂

Ｐ５６４ ５－３ 諸雑費 ５－４ 諸雑費
諸雑費は、瀝青材料費及び散布費用、加熱器具燃料費、チゼル損耗費（大型ブ 諸雑費は、瀝青材料費及び散布費用、加熱器具燃料費、チゼル損耗費（大型ブ

レーカのみ）、すりつけ作業等の費用であり、労務費、材料費、機械損料及び運 レーカのみ）、すりつけ作業等の費用であり、労務費、材料費、機械損料及び運
転経費の合計額に次表の諸雑費率を乗じた金額を上限として計上する。 転経費の合計額に次表の諸雑費率を乗じた金額を上限として計上する。

表5.5 諸雑費率 （％） 表5.5 諸雑費率 （％）

すりつけ作業 すりつけ作業の計上 すりつけ作業 すりつけ作業の計上

施工範囲 あ り な し 施工範囲 あ り な し

全 層 打 換 え の 場 合 ５ ２ 全 層 打 換 え の 場 合 ２６

舗装版のみの打換えの場合 ７ ２ 舗装版のみの打換えの場合 ２８

（注） 「全層打換え」とは、下層路盤又は路床まで打換える場合 （注） 「全層打換え」とは、下層路盤又は路床まで打換える場合
とする。 とする。
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様式－６

と り ま と め 工 種 （ 最 終 整 備 ）
工種名：道路打換え工

現行基準

のページ 摘 要現 行 改 訂

Ｐ５６４ ５－４ 道路打換え工事の損料補正〔参考〕 ５－５ 道路打換え工事の損料補正〔参考〕
道路打換え工で使用する建設機械（大型ブレーカ、ｺﾝｸﾘｰﾄ圧砕機、バックホウ 道路打換え工で使用する建設機械（ｺﾝｸﾘｰﾄ圧砕機（ﾍﾞｰｽﾏｼﾝ含まず）、アスフ

、ブルドーザ、タイヤローラ、ロードローラ、アスファルトフィニィッシャ）に ァルトフィニッシャ）については、次表の供用日当り運転時間（ｔ）により損料補
ついては、次表の供用日当り運転時間（ｔ）により損料補正を行う。 正を行う。

なお、大型ブレーカ（バックホウ本体をのぞく）及びコンクリート圧砕機の運
転時間当り運転日数（１／Ｔ）を算出する。

表5.6 供用日当り運転時間（ｔ）及び運転日当り運転時間（Ｔ） 表5.6 供用日当り運転時間（ｔ）及び運転日当り運転時間（Ｔ）

供用日当り運転時間 運転日当り運転時間Ｔ(h/日) 供用日当り運転時間 運転日当り運転時間Ｔ(h/日)
項 目 ｔ（ｈ／（供）日） （注） 項 目 ｔ（ｈ／（供）日） （注）

全層打換えの 舗装版のみの 全層打換えの 舗装版のみの 全層打換えの 舗装版のみの 全層打換えの 舗装版のみの
機械名 場 合 打換えの場合 場 合 打換えの場合 機械名 場 合 打換えの場合 場 合 打換えの場合

大型ブレーカ 1.4 1.5 1.8 1.9 大型ブレーカ 1.4 1.5 1.8 1.9

ｺﾝｸﾘ-ﾄ圧砕機 1.3 1.4 1.8 1.9 ｺﾝｸﾘ-ﾄ圧砕機 1.3 1.4 1.8 1.9

バ ッ ク ホ ウ 3.0 2.1 3.8 2.6 バ ッ ク ホ ウ 3.0 2.1 3.8 2.6

ブ ル ド ー ザ 2.5 1.8 2.9 2.1 ブ ル ド ー ザ 2.5 1.8 2.9 2.1

タイヤローラ 標準値 標準値 4.6 4.7 タイヤローラ 標準値 標準値 4.6 4.7

ロードローラ 標準値 標準値 4.4 4.4 ロードローラ 標準値 標準値 4.4 4.4

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ 1.8 2.2 2.2 2.7 ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ 1.8 2.2 2.2 2.7

（注）1. 大型ブレーカ及びｺﾝｸﾘｰﾄ圧砕機の運転日当り運転時間Ｔは、「6.(2) （注）1. タイヤローラ、ロードローラは、「建設機械等損料算定表」の標準
機械運転単価表」の指定事項のＴに代入して機械損料２の数量を算出 の供用日当り運転時間を使用する。
する。 2. 現場条件により、上表により難い場合は、別途計上する。
2. タイヤローラ、ロードローラは、「建設機械等損料算定表」の標準 3. 運転時間Ｔは運転労務算出に用いる。

の供用日当り運転時間を使用する。
3. 現場条件により、上表により難い場合は、別途考慮する。
4. 運転時間Ｔは、運転労務算出に用いる。
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様式－６

と り ま と め 工 種 （ 最 終 整 備 ）
工種名：道路打換え工

現行基準

のページ 摘 要現 行 改 訂

Ｐ５６５ ６．単価表 ６．単価表
(1) 100m2当り単価表 大型ブレーカ又はコンクリート圧砕機＋機械施工 (1) 100m2当り単価表

名 称 規 格 単位 摘 要 名 称 規 格 単位 数 摘 要数量
量

世 話 役 人 1 1/8 T'「表4.1」 世 話 役 人 1×1/8×T'「表4.1」(注)1× ×

特 殊 作 業 員 〃 3 1/8 T'「表4.1」 特 殊 作 業 員 〃 3×1/8×T' 「表4.1」(注)1× ×

普 通 作 業 員 〃 4 1/8 T'「表4.1」 普 通 作 業 員 〃 4×1/8×T' 「表4.1」(注)1× ×

クラッシャラン m3 Ａ 100m2 (1+ )=A,( )2 クラッシャラン m3 Ａ 100m2×仕上り厚×(1+補正係×仕上り厚× 補正係数 注
数)=A,(注)2

粒 度 調 整 砕 石 〃 Ｂ 100m2 (1+ )=B,( )2 粒 度 調 整 砕 石 〃 Ｂ 100m2×仕上り厚×(1+補正係×仕上り厚× 補正係数 注
数)=B,(注)2

100m2 (t/m3) 100m2×仕上り厚×設計密度×仕上り厚×設計密度
生アスファルト ｔ Ｃ (1+ )=C,( )3 生アスファルト ｔ Ｃ (t/m3)× 補正係数 注

×(1+補正係数)=
C,(注)3

Ｔ ／Ｔ大型ブレーカ又は バックホウ(ﾍﾞ-ｽﾏ Ｈ

ｺﾝｸﾘｰﾄ圧砕機運転 ｈ Ｔ （注）4 ｼﾝ）運転 （注）4Ｈ 日
＋バックホウ（ﾍﾞ

〃 Ｔ ／Ｔ-ｽﾏｼﾝ）運転 「表5.1」 大型ブレーカ賃料 油圧ブレーカ Ｈ

バケット容量0. （注）4
25～0.3m3対応
ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ

〃 Ｔ ／Ｔｺﾝｸﾘｰﾄ圧砕機損料 破砕力600kN級 Ｈ

開口幅715～740 （注）4
mm

（Ｔ 又はＴ ）／Ｔ排出ガス対策型 排出ガス対策型 Ｂ１ Ｂ２

〃バックホウ運転 ｸﾛ-ﾗ 〃 Ｔ 又はＴ （注）5 バックホウ運転 ｸﾛ-ﾗ型 山積0.型 山積0.45 Ｂ１ Ｂ２

「表5.2」 45m3（平積0.35m3（平積0.35m3）
m3）

排出ガス対策型 排出ガス対策型 「表5.3」〃
ブルドーザ運転 ３ｔ級 〃 Ｔ ×層数 「表5.3」 ブルドーザ運転 ３ｔ級 ×層数Ｄ Ｔ ／ＴＤ

排出ガス対策型 「表5.3」「表5.4」 排出ガス対策型 「表5.3」「表5.4」
タイヤローラ運転 ８～20ｔ 〃 Ｔ ×層数＋Ｔ ×層数 タイヤローラ運転 ８～20ｔ Ｔ ×層数＋Ｔ ×層数Ｄ Ｆ Ｄ Ｆｈ

排出ガス対策型 「表5.3」「表5.4」 排出ガス対策型 「表5.3」「表5.4」
ロードローラ運転 マカダム 〃 Ｔ ×層数＋Ｔ ×層数 ロードローラ運転 マカダム10～12 〃 Ｔ ×層数＋Ｔ ×層数Ｄ Ｆ Ｄ Ｆ

10～12ｔ ｔ

排出ガス対策型アスファルトフィ ホイール型 アスファルトフィ
ニ ッ シ ャ 運 転 2.4～4.５ｍ 〃 Ｔ ×層数 「表5.4」 ニ ッ シ ャ 運 転 ホイール型 〃 Ｔ ×層数 「表5.4」Ｆ Ｆ

～4.５ｍ2.0

諸 雑 費 式 １ 表5.5 諸 雑 費 式 １ 表5.5

計 計

（注）1. Ｔ’：５－ 労務歩掛による。（注）1. Ｔ’：５－２労務歩掛による。 ３
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2. は、「第11章①路盤工」3.路盤材料の使用数量の による2. 補正係数は、「第11章道路舗装①路盤工」3.路盤材料の使用数量の補 ロス率 ロス率
3. は、「第11章②アスファルト舗装工」3－1混合物の設計数量正係数による。 ロス率

の による。3. 補正係数は、「第11章道路舗装②アスファルト舗装工」3－1混合物の ロス率
4.大型ブレーカ又はｺﾝｸﾘｰﾄ圧砕機は、図3－1、表3－1により必要な場合の設計数量の補正係数による。

み計上する。4. 大型ブレーカ又はｺﾝｸﾘｰﾄ圧砕機は、図3－1、表3－1により必要な場合
5. 騒音、振動対策を 必要とする場合は、低騒音型建設機械を使用する。のみ計上する。
6.大型ブレーカ、バックホウ(ﾍﾞｰｽﾏｼﾝ)、バックホウ及びブルドーザは、賃5. 騒音、振動対策を 必要とする場合は、低騒音型建設機械を使用する。

料とする。

様式－６
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と り ま と め 工 種 （ 最 終 整 備 ）
工種名：道路打換え工

現行基準

のページ 摘 要現 行 改 訂

Ｐ５６５ (2) 機械運転単価表 (2) 機械運転単価表

機 械 名 規 格 適用単価 指 定 事 項 機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項
表

運転労務数量→0.95（全層打換え)排出ガス対策型 騒音、振動対策を必要とする場 バックホウ 排出ガス対策型
0.65（舗装版のみ打換え)バックホウ ｸﾛ-ﾗ 機－１ 合は、低騒音型建設機械を使用型 山積0.45 ｸﾛ-ﾗ型 山積0. 機－２８

燃料消費量→42（全層打換え)m3 （平積0.3 する。 45
29（舗装版のみ打換え)5m3） 運転労務数量→0.25 m3（平積0.35m

賃料数量→1.27（全層打換え)3）
1.24（舗装版のみ打換え)

運転労務数量→0.45（全層打換え)大型ブレーカ ブレーカ 機－３ 機械損料１→ﾊﾞｯｸﾎｳ（排出ガス対 排出ガス対策型
0.48（舗装版のみ打換え)600～800kg級 ｸﾛ-ﾗ策型、 型山積0.45m3（平積0.35m ｸﾛ-ﾗ型 山積0.

燃料消費量→13（全層打換え)3）） 大型ブレーカ 28 機－２８
14（舗装版のみ打換え)運転労務数量→0.25 (ﾍﾞｰｽﾏｼﾝ) m3（平積0.20m

賃料数量→1.29（全層打換え)3）
1.27（舗装版のみ打換え)機械損料２→大型ブレーカ

（ブレーカ600～800kg級）
単位→日
数量→１／Ｔ（日）（表5.6）

Ｔ：運転日当り運転時間

運転労務数量→0.45（全層打換え)機械損料１→ﾊﾞｯｸﾎｳ（排出ガ ﾊﾞｯｸﾎｳ排出ガス
0.48（舗装版のみ打換え)ス対策型、ｸﾛ-ﾗ型山積0.８m3 ｺﾝｸﾘ-ﾄ圧砕 対策型 機－２８

燃料消費量→20（全層打換え)（平積0.６m3）)運転労務数量 機 ｸﾛ-ﾗ型 山積0.
21（舗装版のみ打換え)開口幅 機－３ →0.25 (ﾍﾞｰｽﾏｼﾝ) 45

賃料数量→1.38（全層打換え)580～700mm m3（平積0.35m
1.36（舗装版のみ打換え)ｺﾝｸﾘ-ﾄ圧砕機 破砕力 機械損料２→ｺﾝｸﾘｰﾄ圧砕機 3）

843～981kw （道路用）
（ 86～100ｔ） 単位→日

数量→１／Ｔ（日）（表5.6）
Ｔ：運転日当り運転時間

運転労務数量→0.73（全層打換え)排出ガス対策型 運転労務数量→0.25 排出ガス対策型
0.53（舗装版のみ打換え)ブルドーザ 普通３ｔ 機－１ ブルドーザ 普通３ｔ 機－２８

燃料消費量→15（全層打換え)

11（舗装版のみ打換え)

賃料数量→1.16（全層打換え)

1.17（舗装版のみ打換え)

（全層打換え) （全層打換え)排出ガス対策型 運転労務数量→0.22 排出ガス対策型 運転労務数量→0.22
（舗装版のみ （舗装版のみタイヤローラ ８～20ｔ 機－１ 0.21 タイヤローラ ８～20ｔ 機－１ 0.21

打換え） 打換え）
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排出ガス対策型 運転労務数量→0.23 排出ガス対策型 運転労務数量→0.23
ロードローラ ﾏｶﾀﾞﾑ10～12ｔ 機－１ ロードローラ ﾏｶﾀﾞﾑ10～12ｔ 機－１

運転労務数量→0.25 運転労務数量→0.25排出ガス対策型
ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ ﾎｲｰﾙ型2.4 4.5m 機－１ ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ ﾎｲｰﾙ型 ～4.5 機－１～ 2.0

m




